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第1章　序論

1-1研究の背景

石炭灰とは石炭の燃焼した残直で,主に石炭火力発電所から排出され,日本における発生量は図1-1に示

すように今日の電力事情から数年後には1千万トンを超えると推測されている1)。 1991年制定の「再生資源

の利用の促進に関する法律」において石炭灰は指定副産物に定められ有効利用の促進が求められている。日

華では現在その6割はセメント原料や路盤材として活用されているが,残り4割は埋め立て等で処分されて

おり,図1-2に示すようにその量は2000年で200万トンを超えている。更に,石炭灰は世界規模で今後の

増量が確実視されており,今日の最優先課題である環境保全の観点から石炭灰有効利用技術の開発が急務の

課題となっている2)。一方,コンクリートの原料はこれまで自然界からの採取に頼ってきたが,瀬戸内海地

域における近年の海砂採取禁止措置に見られるように,その採取量には限界がある.しかし,コンクリート

は今日の生活環境基盤を形成する主要な建設資材の一つで,今後も多量の需要が確実であり,その原料確保

が緊急課題となっている.

万トン　　　　日本における石炭灰発生量

2000　　　2005

西暦年

図1・1日本における石炭灰発生量の推移

日本での石炭灰推定発生量(2000年) ; 5io万トン

再資源化60%

」一一Y一一一ノ

200万トン以上

図1-2　日本における石炭灰の処分量

石炭灰のなかでもフライアッシュは従来からコンクリートの高性能化を目的としてセメント原料や混和材

に用いられ　その施工性や力学的特性についての性能把捉が進んでいる3.4)。近年ではフライアッシュやフ
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ライアッシュ以外の石炭灰を大量に使用したコンクリートについても研究5-13)が進み,その性能が明らか

になりつつある。石炭灰を大量に使用したコンクリートは普通コンクリートに比べ施工性や長期強度増大な

ど多くの優れている点を持つ反面,初期強度の低さや中性化の懸念から,現在の用途は人工漁礁等の直接に

強度や剛性を要求されないものに限定されている.これまでの研究もコンクリートそのものの物性について

調べたものが多く,構造材料としての性能について調べたものはほとんどないのが現状である。

大量の石炭灰をコンクリートに混入し建物等の構造材料として使用できれば,膨大な消費を見込め,なお

かつコンクリート原料の自然界からの採取量を減員できることから,石炭灰を建築構造分野に有効利用する

ための技術開発に向け,石炭灰を混入したコンクリートを用いた鉄筋コンクリート部材および構造体に関す

る研究が必要とされている。

1-2　研究の目的

本研究は石炭灰を混入した建物の構造性能および耐震性能を部材および構造体レベルで把握することを目

的として,下記の項目に関して検討を行う.

・石炭灰を混入したコンクリートの構造材料としての素材特性の把握

…..コンクリートの圧縮強度や引張強度などの力学的特性,コンクリートと鉄筋の付着特性

・石炭灰を混入したコンクリートを用いた鉄筋コンクリート部材の構造性能の検証

…..曲げ破壊型,曲げせん断破壊型,せん断破壊型のそれぞれの部材に関する検討

本研究を通して建築分野における石炭灰の多量活用技術の開発に向けた基礎的資料を供給する。

1-3　研究の方法

上記の目的の達成に向け本研究では以下の試験および実験を実施する。実験変数はいずれも石炭灰の混入

方法とし, ①コンクリートの素材試験と②実大無筋コンクリート柱の載荷実験ではコンクリート強度による

影響も検討する.同一仕様の普通コンクリートによる試験体の試験および実験も併せて実施し,その結果と

の直接の比較検討から石炭灰の混入による影響を検証・評価することを試みる。

①コンクリートの素材試験

A.圧縮および引張試験

B.鉄筋との付着試験

②実大無筋コンクリート柱の載荷実験

③準実大鉄筋コンクリート梁の載荷実験

④準実大鉄筋コンクリート柱の載荷実験

⑤鉄筋コンクリ-ト柱のせん断破壊実験
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第2章　コンクリートの素材試験

2-1コンクリートの使用材料.

本研究を通してコンクリートの使用材料は同一である。以下に各材料に関して列記する.

セメント

宇部三菱セメント(秩)産の普通ボルトランドセメント(密度3.16g/cmJ,比表面積3,270cm2/g)

轡坦
島根県産加工砂(風化花尚岩系山砂,表乾比重2.58,吸水率1.48%, FM3.13)と島根県産陸砂(表乾比重

2.58,吸水率1.51%, FM1.68)をJISの細骨材粒度の管理値内に納まるように体積比7:3で混合したもの

塾皇道

島根県産砕石のうち最大寸法20mm (表乾比重2.72,吸水率1.01%, FM6.74)と最大寸法15mm (表乾比

重2.70,吸水率0.98%, FM6.47)の砕石を容積比7:3で混合しJISの粗骨材粒度の管理値内に納まるように

調整したもの

高性能減水剤

サンフロー(株)製高性能減水剤HS_700S (ポリカルボン酸塩系)

AE調整剤

ボゾリス(秩)製AE調整剤ポゾリスNoJ303A,サンフロー(秩)製フライアッシュコンクリート用AE

調整剤AE-9 (アニオン系界面活性剤)

AE減水剤

ボゾリス(秩)製AE減水剤ポゾリスNo.78S

練混ぜ水

出雲市上水道

互昼医

右炭灰には中国電力(秩)三隅発電所産および小野田発電所産の原粉を使用した.本研究ではより大量の

石炭灰の有効利用を目指す目的に沿うため, JISフライアッシュに分級・精製される以前の原粉の採用を選

択した.各石炭灰の性状を表2-1に,粒度分布を図2・1に示す。厳密に言えば灰種は異なるが,表および

図に示したように性状および粒度分布は類似していることから灰種の相違が結果に及ぼす影響は小さいと考

える。なお,両者とも性状はJISフライアッシュの第II種に相当している.

表2・1使用した石炭灰の性状

三隅発電所産

湿分 強熟減量 比重 ブレーン値 フロー値 M B吸着量

(% ) (鶴) cm /e. (% ) m g ′g

0.1以下 2.30 2.ー6 2840 91 0.47

小野田発電所産

湿分 放熱減量 比重 ブレーン値 フロー値 M B 吸着呈

(% ) (鶴) cm /z (% ) m g ′g

0.1以下 3.20 2.ー3 3200 10 1 0.44
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2-2　圧縮および割裂試験

2-2-1試験体名称と実験変数

試験体名称の一覧を表2-2に示す。試験体はコンクリートの設計強度および石炭灰の混入方法を実験変数

としている.虚計強度27N/mm^の普通強度シリーズと　36N/mm':の高強度シリーズそれぞれにおいて石炭

灰を混入しないNC (普通コンクリート) ,細骨材体積の20%と40%を置換して混入するCA20, CA40 (石

炭灰コンクリート) ,粉体代替として粉体重量(セメント+石炭灰重量)の50%強を混入するHF (石炭灰

高流動コンクリート)の4種類を設定した。石炭灰コンクリートについては既往の研究で施工性の面から限

界値とされている細骨材体積の20%とその倍の場合について特性を把接するた桝こ上記のように設定した。

設計強度27N/mm2の普通コンクリート試験体についてはばらつきを確認するために3体設定している。

表2・2　試験体名称一覧

試験体名称 コンクリート種類 石炭灰混入方法

設計強 度

27N /m m 2

27N C -1 普通コンクリート なし

27N C - 2 普通コンクリ- ト なし

27N G - 3 普通コンクリート なし

27C A 20 石炭灰20%コンクリー ト 細骨材置換

27C A 40 石炭灰40%コンクリー ト 細骨材置換

27H F 高 流動コンクリート 粉体代替

設計強度

36N /m m 2

36N C 普通コンクリ- ト なし

36C A 20 石 炭灰20%コンクリー ト 細骨材置換

36C A 40 石炭灰40%コンクリート 細 骨材置換

36H F 高 流動コンクリート 粉体代替

2-2-2　調合設計

実験に用いた4種頬のコンクリートは事前に試し練を行い, 28日強度27N/mm2および36N/mm2で調合設

計を行った.ただし打設日の温度や湿度により混和剤を若干変化させた。それぞれの調合を以下に示す。

普通コンクIL一卜

設計基準強度27N/mm2および36N/mm2それぞれについて目標スランプ値18±2.5cm,目標空気量4.5%±

1.0%で設計を行った。表2-3に調合表を示す。

表2-3　普通コンクリート調合表

試 験 体 名
水セ メント比

(㌔)

細 骨 材率

(～)

単位 水量 <kg/W ) 混和 刺

水
粉体 *ffl # # - 粗 骨材

A E 剤 (㌔)
高 性 能 減

水剤 (㌔)セメント 石 炭 灰 砂 石 炭 灰

2 7N C - 1 52 .0 47 .9 18 6 3 5 8 - 8 10 - 9 27 0.5 -
27N C -2 52 .0 4 7.9 18 6 ...崩 ー 9 27 0.5 十.
27N C ー3 52 .0 4 7.9 18 4 35 4 - 8 1 5 - 9 30 0.5 -
3 6N C 43 .0 4 6.1 18 7 43 5 ー 7 48 - 9 21 1.2 -

※混和剤はセメント重患に対して添加

※ AE剤(ボゾリス78S)の添加率は,原液を100倍希釈したもの

石炭医コンクリート(置換率20%)

細骨材体積の20%を石炭灰で置換する。この置換率はこれまでの材料試験による打設可能限界値である。

20%以上置換すると粘性が大きくなり,打設時に大きな問題となることが確認されている.また普通コンク

リートに比べて単位セメント豆が減少しているのは,石炭灰のボゾラン反応による強度の増進を考慮してい
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るためである.設計基準強度27NAnm'およびseN/mm^それぞれについて目標スランプ値18士2.5cm,目標

空気量4.5%±1.0%で設計を行った。表2-4に調合表を示す.

表2-4　石炭灰コンクリート(置換宰20%)調合表

試験体名 水セメント比
(㌔)

細骨材率
(㌔)

単位水量 (kg′m a) 混和剤

水
粉体 l 紹骨材 一朗 材

A E剤(㌔)
高性能減
水剤(㌔)セメント 石炭灰 一 秒 石炭灰

27CA 20 60.0 43.0 ー80 300 - 569 124 1.062 12.2 0.7
36CA 20 50.0 43.0 180 360 - 591 ー21 1.022 6.す 1.0

放混和剤は粉体重量(セメント+石炭灰重量)に対して添加

※ AE剤(サンフローAE-9)の添加率は,原液を100倍希釈したもの

※高性能減水剤(HS-700S)は原液を使用

石炭灰コンクリート(置換率40%)

繍骨材の体積40%を石炭灰で置換する. JISにおいて3種類のフライアッシュセメントが規定されている

が,フライアッシュの混合率は最大30%であり, 40%という置換率は実験的要素の高い調合である.また,

普通コンクリートに比べ単位セメント量が減少しているのは,石炭灰コンクリート同様に石炭灰のボゾラン

反応による強度の増進を考慮しているためである.設計基準強度27N/mm2および36N/mm':それぞれについ

て目標スランプ値18±2.5cm,目標空気量4.5%±1.0%で設計を行った。表2-5に調合表を示す.

表2-5　石炭灰コンクリート(置換率40%)調合表

書式験体名
水セメント比

(㌔)
細骨材率

(㌔)

単位水量(kg′m 3) 混和刺

水 粉体 細骨材 I 一色 A E剤(㌔) 高性能減
水剤(㌔)セメント 石炭灰 砂 石炭灰 -

27C A 40 60.0 43.0 180 300 - 452 259 1.051 3.6 1.2
36C A 40 54.5 45.0 ー80 330 - 475 247 1.016 2.3 I.2

奴混和剤は粉体重畳(セメント+石炭灰重量)に対して添加

※ AE剤(サンフローAE-9)の添加率は,原液を100倍希釈したもの

※高性能減水剤(HS_700S)は原液を使用

石炭灰高流動コンクリート

セメントと石炭灰の混合割合は既往の材料試験に基く研究より定めた.粉体量(セメント+石炭灰)を

550kg/mJとし,設計基準強度27N/mm2および36N/mm2それぞれについてフロー値65±5cm,目標空気丘

4.5%土1.0%, Oロート流下時間10±5secで設計を行った。表216に調合表を示す.

表2-6　石炭灰高流動コンクリート調合表

試験体名
水粉体

容積比
(㌔)

細 骨材率
(㌔)

単位水量 (kg′m 3) 混和刺

水
粉体 細骨材 l 租 骨材

A E剤(㌔)
高性能 減

水剤(㌔)セメント 石炭灰 砂 石炭灰

27H F 80.3 48 .0 175 25 0 3 00 69 7 - 79 1 7.2 一.9 .
36H F 77.3 58 .0 175 28 5 2 85 69 4 - 78 9 2.0 1.9

※混和剤は粉体重量(セメント+石炭灰重量)に対して添加

※ AE剤(サンフローAE-9)の添加率は,原液を100倍希釈したもの

※高性能減水剤(HS-700S)は原液を使用

2-2-3　試験体の作製

試験体のテストピースには直径100mm,高さ200mmの円柱形コンクリートシリンダ-を用いた。 1シリ

ーズにつき30体のテストピースを作製し,脱型後に実験室内で気中養生した.
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2-2-4　加力および測定方法

各シリーズともに材令7, 14, 28, 56, 91日に圧縮試験および割裂試験を実施した。ばらつきを考慮して

各材令ともに圧結試験では2体以上;・~割裂試験では1もしくは2体以上を対象とした。以下に示す実験デー

タはそれらの値の平均値である.載荷装置には600kNアムスラー試験機を用いた。荷重は試験機からの検

出値を測定し,圧縮試験ではテストピ-ス側面中央部表裏に貼付した2枚のコンクリート用ストレインゲー

ジ(㈱東京測器研究所製PL-60-ll-1L)およびコンプレッソメーター(㈱東京測器研究所製CMB-10)を用

いてひずみデータを測定した.圧縮試験より圧縮強度,ヤング係数およびポアソン比を,割裂試験より引張

強度を算定した。写真2-1に圧縮試験の様子および割裂試験の様子を示す.

写真2-1コンクリートテストピースの圧縮試験および割裂試験

2-2-5　実験法果および考察

(1)材令一圧縮珪度関係

設計強度27N/mm2の普通強度シリーズにおける材令一圧縮盤度の関係を図2_2に示す。 NCに比べて

CA20とCA40は若材令時において強度発現に時間を要している.これは石炭灰のボゾラン反応を考慮して,

調合の際にセメント量を減少させたことが原因と考えられる。材令28日以降, NCは強度がほぼ頭打ちとな
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るが,石炭灰を混入したコンクリートでは態度が増進していることがわかる。石炭灰を混入したコンクリ-

トは若材令時においては強度発現に時間を要するが,材令にともなう強度増進が大きいことが確認された。

設計強度36N/mm2の高強度シリーズにおける材令一庄緒態度の関係を図2-3に示す.普通態度シリーズ

とは異なり,若材令時における圧締強度はコンクリート種類にかかわらずほぼ同じ値となっている。また,

材令28日以降の強度増進はコンクリート種類にかかわらず表れなかった。
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図2-2　材令一圧縮珪度関係(普通車度シリーズ)

図2-3　材令一圧縮強度関係(高強度シリーズ)
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次にコンクリート種類ごとの材令一圧縮強度関係を図2-4に示す。図中の実線が普通強度シリーズの値で

破線が高強度シリーズの値である。またそれぞれの設計強度も併せて示す.普通コンクリートにおいて

27NC-1が他のコンクリートに比べ低めの値となっていることが確認されるが, 27NC-2, 27NC_3は同様の性

状を示しており,また36NCと比較・しても特にその性状に差はみられない。石炭灰を混入したコンクリート

では,すべてのコンクリート種類において,ボゾラン反応による長期の強度増進効果は普通強度シリーズに

おいてのみ確認され,高強度シリーズでは出ていない。強度増進については養生方法にも影響されるという

報告もあり,さらに長期材令における強度も含め今後の検討が必要であると思われる。

普通コンクリート
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図2-4　コンクリ-ト種類ごとの材令「圧縮建度関係

(2)引張態度

圧締態度一引張強度の関係を図2-5に示す。同国中に普通コンクリートに対する圧縮態度と引張強度の関

係評価式を学会RC規準式14)として表す。そのうち. (2-1)式は範囲を表し, (2.2)式はその平均値である.

a, - (0.38-0.75)応

a, - 0.56応
ここで. os:圧緒強度, at:引張強度



全体としてばらつきが認められるものの,設計強度およびコンクリ-・トの種類にかかわらず,国中に示し

た曲線の範囲内にほぼ納まっており良好な対応であるといえる.また石炭灰を混入したいずれのコンクリー

トも普通コンクリートに比較し,その特性に大きな差がないことが確認される.

′　、
ぐq

∈

≡
63
Rd
)

・lJ

ら

哩

g
PTl

10　　　　　　20　　　　　　30　　　　　　40

圧縮強度α B (N/mm2)

図2-5　圧縮種度一引張社度関係

(3)ポアソン比

圧縮強度とポアソン比の関係を図2-6に示す。文献14)に示されている普通コンクリートの一般的なポ

アソン比の値v =0.167-0.20の範囲を学会RC規準式として国中に併せて示す。普通強度シリーズに若干の

ばらつきがみられるものの,全体として一般的なポアソン比の範囲内に入っている.

10　　　　　20　　　　　30　　　　　40

圧縮強度a B(N/mrn )

図2-6　圧縮撞度-ポアソン比関係
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(4)圧縮残度時ひずみ

圧縮強度と圧縮強度時のひずみの関係を図2-7に示す。文献15, 16)に示される普通コンクリートに関す

る既往の実験式である野口式, Shah式,浜田式, popovics式を図中に併せて示している。設計強度にかかわ

らずNCシリユズ, CA20シリーズ,・七A40シリーズとも多少のばらつきがあるものの　Popovics式および浜

田式に対して良好な対応が見られる。しかしHPシリーズに関して,高強度36HFは他のコンクリート同様

にpopovics式および浜田式によく対応しているのに対して,普通強度である27HFは全体的に値が高く野口

式との対応がみられ,圧縮強度に対する圧縮強度時のひずみの値が大きいことが確認される。

20　　　　　　40　　　　　　60

圧縮強度a B(N/mm2)　　　材令28日

図2-7　圧緒強度一圧縮残度時ひずみ関係

(5)ヤング係数

材令とヤング係数の関係を図2-8に示す.ヤング係数はJIS原案に従い50〝 -(1/3)a,のセカンドモデュ

ラスを求めた。文献14)に示されている普通コンクリートに関する式として学会RC規準式とNewRC式を

併せて国中に示す。それぞれの式は(2.4)式・(2-5)式として以下に示す. 27HFが他の試験体に比べて全体的

に低い値となっているが,それ以外の試験体では設計態度,石炭灰の混入方法にかかわらず図中に示した

NewRC式に良好な対応が見られる.

学会RC規準式　Et21000×

New RC式　　」 = 33500×

生(F。≦seN/mm2)
20

(去H*j吉

E:ヤング係数, Y:比重　Fc:圧緒態度

伊c> 3 6N/mm2)
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図2-8　圧縮弦度-ヤング係数関係

(6)応力-ひずみ関係

材令28日における応カーひずみ曲線を図2-9に示す。いずれの設計強度の場合もコンクリートの種類に

よる明確な差違はみられない。
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各シリーズについて試験から得られた応力(a) -ひずみ(E)曲線と既往の普通コンクリートに対する

実験式との比較を図2-10'図2-12に示す.国中の実験値が試験から得られた結果を表す.既往の実験式と

しては以下に示す文献16)のpopovics式, CEB-FIP式, Park式,梅村式17)の4式を用いた.多少のばらつ

きがあるものの,石炭灰の混入方法にかかわらず試験結果はCEB-FIP式およびPark式に良好な対応を示し

ていることがわかる。

普通コンクリートに対する既往の実験式

V-ojas

o :応九　oB:テストピースの圧縮強度

吾-e/el

E :ひずみ, fB:テストピ-スの圧縮強度時のひずみ

とすると,

①popovics式　n-
D・吾

(*+i)+r

n-{0.57×10-2× .詛1

②CEB-FIP式: 71とn-r O≦吾≦1

71冒1 1≦E≦k

③ park式　　ri-2S-?

④梅村式:　り- 6.75[e-0.812% - --1.218S I

-13-







2-3　鉄筋との付着試験

2-3-1試験体名称と実験変数

実験変数は鉄筋の種類およびコンクリートへの石炭灰の混入方法とし,鉄筋はD25, D19, D16の3種類

とした.石炭灰の混入方法は石炭灰を混入しない普通コンクリート,細骨材体積の20%を置換して混入する

石炭灰コンクリート,粉体代替として粉体重量の50%強を混入する石炭灰高流動コンクリートの3種類を設

定した。表2-7に試験体名称の一覧を示す.また各試験体は1シリーズにつき5体とした.

表2-7　試験体名称

鉄筋: D25

試験体名称 コンクリート種類 石炭灰混入方法

D25N 普通コンクリI ト なし

D25C 石炭灰コンクリート 細骨材置換

D25H 石炭灰高流動コンクリート 粉体代替

鉄筋:D19

試験体名称 コンクリ- ト種類 石炭灰混入方法

D 19N 普通コンクリ. ト なし

D 19C 石炭灰コンク■ノート 細骨材置換

D 19H 石炭灰高流動コンクリート 粉体代替

鉄筋:D16

試験体名称 コンクリ一ト種類 石炭灰混入方法

D 16N 普通コンクリ- ト なし

D 16C 石炭灰コンクリート 細骨材置換

D16H 石炭灰高流動コンクリート 粉体代替

2-3-2　調合設計

実験に用いたコンクリートは28日強度36±3N/mm2で調合設計を行なった.ただし打設日の温度や湿度

により混和剤を若干変化させた。それぞれの調合を表2-8に示す.石炭灰コンクリートは細骨材体積の

20%を石炭灰で代替している。石炭灰高流動コンクリ-トについては粉体重量の50%強の石炭灰を混入した.

普通コンクリートと石炭灰コンクリートではスランプ値18士2.5cm,空気量4.5%±1.0%,石炭灰高流動コン

クリートではフロー値65±5cm, Oロート流下時間10±5.0secを目標として設計を行なった。

表2-8　コンクリートの調合表

試験 体

種 類

細骨 材率

(%)

単位 水量 (kg′m 3) 混 和剤

水
粉体 細 骨材 l 租 骨材

A E剤 (㌔)
高性 能減

* ォ<* >セメント 石炭灰 砂 石 炭 灰

普 通 .

コンクリー ト 46.0 18 7 4 35 ー 74 5 - 9 2 1 0 .2 1.0

石 炭灰

コンクリー ト. 43 .0 18 0 3 60 - 5 8 3 1 2 1 10 2 2 1.5 0.6

石 炭灰 高流動

コンクリー ト 47.9 17 5 2 8 5 28 5 6 8 5 - 78 3 1.0 2.3
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2-3-3　材料特性

使用した鉄筋の力学的特性を表2・9に,応力-ひずみ曲線を図2-13に示す。また強度管理のために作製

したコンクリートテストピースの材料試験により得られた付着試験実施日におけるコンクリートの力学的特

性を表2-10に,応カーひずみ曲線を図2-14に示す.普通コンクリートの圧縮強度の発現が早く設計強度

を大きく上回る結果となった.ただし,引張強度およびその他の特性に関しては大きな差は無い.

表2-9　鉄筋の力学的特性

種 類
降 伏 応 力 度 ヤ ング 係 数 最 大態 度

crSY(N / m m ) E S(×105N ′m m ) αSU(N ′m m )

D 1 6 3 9 3 1 .6 4 5 5 8

D 19 4 14 2 .12 5 9 7

D 2 5 4 0 6 2 .日 571

_ ォ 蝣蝣* ・-

- .- 一 - .

; -- ; : I-. --. . - .

.. .-

< < 」 > 蝣' 蝣

/ . メ

.... ....

・D 2 5

D 9

● . I - D 1 6

25000　　　　　　　50000　　　　　　　75000　　　　　　1 00000

」(//)

図2-13　鉄筋の応力(<7) -ひずみ(壬)曲線

表2-10　付着試験実施日におけるコンクリートの力学的特性

コンクリー ト 材 令 圧 籍 強 度 引 張蛍 度 ヤ ング係 数 ポアソン比

種 類 (日) a B (N /W ) cr/ N / m rTO E c CN / m m )̂ 7/

普 通 25 4 6 .8 3 3 .6 3 3 .54 ×10 ' 0 .1 8 8

石炭 灰 23 3 7.2 3 3 .6 5 3 .1 6 ×104 0 .170

高 流 動 25 3 7 .7 6 2 .6 2 3 .3 3 ×104 0 .ー68
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図2・14　付着試験実施日におけるコンクリートの応力(a) -ひずみ(f)曲辞

2-3-4　試験体形状

試験体は建材試験センターJMC委員会がJIS原案として答申した異形鉄筋を対象とする引張試験法18)に

準拠し,表2-11および図2-15に示す寸法の立方体の中心線に鉄筋を配したものとした.完成後の試験体

を写真2-2に示す.この方法は試験法が簡単確実で,異種の鉄筋間の付着性状の差異を比較する場合,コン

クリートの品質の影響を調べる場合に有効であるとされている。鉄筋とコンクリートの付着区間は同園に示

すように鉄筋の自由端側に設け,その長さは鉄筋径の4倍とする。また自由端側の鉄筋突出長さは5mmと

した.

表2-11試験体の寸法

鉄 筋の 呼び名
供試 体 の一 辺の長 さ 付着 長さ

B (cm ) (c m )

D 25 15 10.2

D 19 ll.4 7.6

D 16 10 6.4

図2-15　試験体の寸法と載荷・計測方法
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写真2-2　試験体(左からD16, D19, D25)

2-3-5試験体製作

試験体の製作には鋼製型枠を用い,鉄筋が載荷面に垂直になるように型枠内に設置し,コンクリート打設

を行なった。型枠へのセット状況を写真2-3に示す。試験体は脱型後,水中養生した。

写真2-3　鉄筋の型枠へのセット状況

2-3-6加力および漫定方法

加力には広島大学所有の600kNアムスラー試験機を使用し,載荷速度は50Mpa/min (lMpa/sec)以下とし

た。図2-15に示したように鉄筋端部の変位および引蛮荷重の謝定を行なった。使用した変位形は東京測器

製CDP-5 (ストローク5m血,感度2(X拍uIn皿)である.各潮定値はデータロガー(日本電気三栄製7V14)を

介してパソコンにより収録した。試験実施の状況を写真2・4に示す。
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写真2-4　試験実施の状況

BZ3-7　futitmts開園Eaa

(1)破壊状況
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図2-16　D25N05の破壊状況
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石炭灰コンクリート

鉄筋径にかかわらず,音とともにコンクリートにひび割れが発生したが,鉄筋の抜け出しは無かった。

サー

7　D25C03 の破壊状況

同様,音とともにひび割れが発生し,鉄筋が抜け落ちる場合が多くあった。

図2-18　D25H03の破壊状洗

(2)付着応力度

付着応力度の計算には文献18)に従い式(2.6)を用いた。すべり量が0.002Dのときの付着応力度および最

大荷重時の付着応力度の一覧を表2-12に示す。同表中の俵は5体の試験体の平均値である。また事前に行

なった試行試験の結果を参考値として併せて示す。試行試験ではコンクリートの設計強度27N/mm'!で設計

し,本試験と同様に打設,脱型後に気申養生した。

p

T~石京a...…　…　　…
….…………..…..…...…..….……….. (2.6)

I :付着応力度(N/W), p　引張荷重(㍗, D :鉄筋の直径(mm)

α :コンクリート圧綜観度による補正係数

α -300/Fr　　　コンクリート圧緒強度(kg&W)
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D25, D19, D16ともに普通コンクリートの値が石炭灰コンクリート,石炭灰高流動コンクリートの値よ

りも小さいことが確認できる.このことはすべり量が0.002Dのときの付着応力度,および最大付着応力度

のいずれの場合についても同様の傾向を示しており,石炭灰を混入したコンクリートは普通コンクリートに

比べて付着応力度が増加する可能性がある。また,石炭灰コンクリートと石炭灰高流動コンクリートでは実

験値にばらつきがみられD25, D16では石炭灰高流動コンクリートが, D19では石炭灰コンクリートが高

い値を示す結果となった。また試行試験値と比較すると,設計強度に差があるにもかかわらず,付着応力度

には大きな差がみられないことが確認できる。

表2-12　付着応力度一覧

(3)付着応力慶一すべり量曲線

付着応力度-すべり量曲線の関係を図2-19に示す.国中にはJIS原案による試験結果の判定基準である,

すべり量0.002Dにおける付着応力度S^N/mm-1および最大付着応力度Il^N/mm'を併せて示す。また各

曲線状にすべり量0.002D時における付着応力度を白抜きで,最大付着応力度を単色でプロットしている。

前項の付着応力度でも示したように,いずれの鉄筋においても普通コンクリートが石炭灰を混入したコンク

リートに比べて低い値となっていることがわかる。また,最終的なすべり量に関しても,石炭灰を混入した

場合の方が普通コンクリートに比べて大きく,優れた変形能力を示している. JIS原案による判定基準のう

ちすべり量0.002Dにおける付着応力度に関してはどの試験体もクリアしているが,最大付着応力度では石

炭灰コンクリート,石炭灰高流動コンクリートは基準を満たすものの,普通コンクリートではすべての鉄筋

で判定基準を下回る結果となった。この点に関しては,今後更なる検討が必要である.
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2-4　まとめ

石炭灰を混入したコンクリートの素材特性を検討するた桝こテストど-スの圧轄および酎裂試験を行い,

また,鉄筋との付着試験を実施した.それぞれの試験に関して以下にまとめる.

圧縮および創製試験

石炭灰の混入方法および設計強度を実験変数として,コンクリートテストピースの圧轄試験および割裂試

験を実施した.結果の検討から得られた知見を以下に列記する。

・石炭灰を混入したコンクリートにおいて,設計強度27N/mm2の場合に長期の圧砧態度増進を確認した.

しかし,設計強度36N/mm2の場合には普通コンクリートと同様に材令28日以降の第着な強度増進は見ら

れなかった。

・引張強度に関して,石炭灰を混入したコンクリートにおいても普通コンクリートに対する既往の推定式で

評価できる。

・ポアソン比に関して,石炭灰を混入した影響は見られず,普通コンクリートと同様の傾向を示した。

・圧縮後塵時ひずみに関して,石炭灰を混入した場合のほとんどで普通コンクリートに対する評価式である

popovics式および浜田式と良好な対応を示す。ただし,設計強度27N/mm^の高流動石炭灰コンクリート

ではひずみが大きくなり,野口式に近接する場合もあった。

・ヤング係数に関して,石炭灰を混入したコンクリートにおいても普通コンクリートに対する既往の推定式

で評価できる。

・応力-ひずみ関係に関して,石炭灰を混入した影響は見られず,石炭灰を混入した場合も普通コンクリー

トと同様にCEB-FIP式およびpark式と良好な対応を示した。

鉄筋との付着試験

石炭灰の混入方法および異形鉄筋の種類を実験変数として,コンクリートと鉄筋の付着試験を実施した.

結果の検討から得られた知見を以下に列記する.

・石炭灰を混入したコンクリートではいずれの鉄筋においてもすべり量0.002D時における付着応力度およ

び最大付着応力度ともに普通コンクリートに比べ大きな値を示した.

・最終的なすべり量に関して,石炭灰を混入した場合の方が普通コンクリートに比べて大きく,優れた変形

能力を示した。
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3-1実験の目的

石炭灰の混入が実大サイズのコンクリート材の素材特性に及ぼす影響を検討する。また,コンクリート強

度との相関および材料試験から得られた力学的特性との相関についても評価する。

3-2　実験概要

3-2-1実験変数と試験体名称

実験変数はコンクリートの設計強度およびコンクリートへの石炭灰の混入方法とし,試験体はコンクリー

ト設計強度27N/mm2の普通強度が6体　36N/mm2の高強度が4体の計10体とした。石炭灰の混入方法は素

材試験のテストピースと同様に石炭灰を混入しないNC (普通コンクリート) ,細骨材体積の20%と40%を

置換して混入するCA20, CA40 (石炭灰コンクリート) ,粉体代替として粉体重量の50%強を混入するHF

(石炭灰高流動コンクリート)の4種類を設定した。表3-1に試験体名称を示す。普通強度のNCについて

はばらつきを確認する目的のため3体設定した。

コンクリートの使用材料および調合はコンクリートの素材試験におけるテストピースと同一であり,試験

体はテストピースと同一バッチの生コンクリートを用いて製作した。

表3-1試験体名称

コンクリート設計強度FC28=27N/mm2

試験 体名称 コンクリー ト種 類 石炭灰混入方法

27N C - 1 普通コンクリー ト なし

27N C -2 普通コンクリー ト なし

27N G -3 普通コンクリー ト なし

27C A 20 石炭灰20%コンクリート 細骨材置 換

27C A 40 石 炭灰40%コンクリート 細骨材置 換

27H F 高流動コンクリート 粉体代替

コンクリート設計態度Fc28-36N/mm

試験体名称 コンクリート種類 石炭灰混入方法
36N C 普通コンクリート なし
36C A 20 石炭灰20%コンクリート 初層苛薗換

36C A 40 石炭灰40%コンクリート 細青首lj 換

36H F 高流動コンクリI ト 粉葡葡菅
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3-2-2　コンクリートの材料特性

コンクリートテストピースによる材料試験より得られた実験実施日のコンクリートの力学的特性を表3-2

に,また応カーひずみ曲線を図3-1に示す.各シリーズとも設計強度に達したことを確認し,実験を行なっ

た。普通態度シリーズでは27CA40で所定の強度に達するのが早く,逆に27CA20で強度発現に時間を要し

た。また,高態度シリーズでは36NCの強度発現が遅かった.しかし,態度発現に要した時間を除外すれば,

実験実施日の引張強度,ヤング係数,ポアソン比ともにコンクリートの種類による力学的特性の差は見られ

なかった.

表312　実験実施時におけるコンクリートの力学的特性

コンクリート設計強度Fc28=27N/mm2

一試 験 体 名

コンクリー ト 材 令 圧 縮 強 度 引張 強 度 ヤ ング係 数 ポ アソン比

種 類 (日) crB(N /nim ') a t(N /m rri ) E C(N ′m m ) V

27N C - 1 普 通 14 30.3 5 2.81 2.66 ×1♂ 0 .12 3

27N C - 2 普 通 13 29.10 -
2.78 ×104 0 .135

27N C - 3 普 通 18 31.74 3.27 2.84 ×104 0.ー67

27C A 20 石 炭 灰 20 % 20 27.3 6
-

2.5 7 ×104
-

27C A 4 0 石 炭 灰 40% 10 30.27 -
3.03 ×104 0 .152

27H F 高 流 動 15 26.19 2.ll 2.ー5 ×104
-

コンクリート設計強度Fc28=36N/mm2

試験 体名
コンクリート 材令 圧縮強度 引張強度 ヤング係 数 ポアソン比

種類 (日) <j B(M /m m l a X U /m m ) EC(N′m m ) V

36N C 普通 34 36.00 2.96 2.66×104 0.ー73

36C A 20 石炭灰20% 16 36.88 3.0 9 3.24 ×104 0.ー65

36C A 40 石炭灰40% 19 40.05 3.08 2.99 ×104 0.180

36H F 高流動 2 1 37.97 3.0 5 2.79 ×104 0一17 1
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図3-1コンクリートの応カーひずみ曲辞

3-2-3　試験体形状

試験体は無筋の実大スケ-ルのコンクリート柱で図3-2に示すように,断面800×800mm,長さ1,600mm

である。上面には吊具を取り付けるためアンカーボルトを4点,両側面には変位計設置用冶具を取り付ける

ための埋め込みナットを6点それぞれ設置してある。
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3-2-5　加力装置および加力方法

載荷装置には広島大学所有の30MN大型試験機を使用し,軸圧縮力を単調載荷した.試験体を設置した大

型試験機の正面図と断面図を図3-3に示す.また,大型試験機の外観を写真3-2に,セット状況を写真3_3

に示す。なお試験体は打設方向と同様に横置きにし,打ち込み上部である面を上にして設置した。

正面(南面)図

図3-3　大型試験権と試験体
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3-2-6　計測方法

試験体に作用する圧締軸力と試験体の変位および表面のひずみに関して測定を行なった.それぞれの詳細

を以下に示す。なお各測定値はスイッチボックスとデータロガー(日本電気三栄製7V14)を介して/てソコ

ンにより収録した。

革験体に作用する軸圧縮力

大型試験機に設置されたロードセル(共和電業製pG-500KUM)により検出したシリンダヘッドの圧力を

換算して求めた。

革験体の変位

試験体の軸方向変位を8台の変位計により,その直行方向の変位を2台の変位計により計測した.変位計

設置位置を図34に示す。また試験体正面の計測状況を写真314に示す。使用した変位計は東京測器製

CDP-25 (ストローグ25mm,感度500W血皿)である。

試験体のひずみ

「ゲ

試験体表面にコンクリートゲージ(東京測器製pL-60-1-1L)を貼付し,ひずみを計測した。コンクリート

-ジの貼付位置を図3・5に,コンクリートゲージの貼付状況を写真3-5に示す。

Tdl    Td2

ヰー==ここ4　-・二ヰ

+一一‥ -Jd専一-

Td3　　　　Td4

4　環蝣^-K　-蝣-ヰ

Td5 I Td6 ;

トTとつ蝣-. u|---l---ト

十一-----iT卓10-　-
Td 7　　　　Td8

十一一塁　-ト　　ト

5C巾 300 300 5∝,

1.6C氾

側面図(東側)

=竺二」。C苧コ

図3-4　変位計設置位置
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写真3-5　コンクリートゲージ貼付詳細

3-3　実験結果および考察

3-3-1最終破壊状況

各試験体の最終破壊状況を図3-6'図3-9に示す.これらの図は上面を中心とした展開図となっており,

従って,各背面は上下が逆となっている.また各図中のハッチ部分はコンクリートが剥落したことを示す。

各試験体の最終破壊性状はいずれもほぼ同様の傾向を示しており,コンクリートテストピースの圧縮試験に

見られるような対角方向のひび割れが顕著であった。またいずれの試験体においても大きな音とともにひび

割れが急激に進展,コンクリートの剥落が起こり耐力が低下した。以下にそれぞれの破壊性状を列記する。

普通コンクリート

すべての試験体においてコンクリートテストピースの圧縮試験と同様に対角方向のひび割れが見られた。

また27NC-2, 36NCでは試験捧側面に大きな剥落が見られた.

石炭灰コンク_リート20%

27CA20, 36CA20ともに普通コンクリートと同様に対角方向にひび割れが発生した.

石炭灰コンクリート40%

27CA40は他の試験体と同様に対角方向のひび割れが見られたが, 36CA40は音とともに正面に大きな剥

落がみられ,終局となった。

石炭灰高激動コンクリート

27肝, 36HFともに他の試験体と同様の対角方向のひび割れが発生した。
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石炭灰高流動コンクリート
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図3・9　試験体の最終破壊性状(石炭灰高流動コンクリート)

3-3-2　軸圧縮力⊥変位開系

試験体に作用する軸圧縮力Nと変位計により計測した軸方向変位∂の関係を図3-10および図3-11に示

す. 27CA20において変位計設置用冶具の固定が不十分でTd2, Td6は値が計測できていないため表示して

いない. 27HFにおけるTd4も同様の理由により非表示としている。また36NCにおいて変位計コード不良

のためTd7, Td8の値が正確ではなく,非表示とした.それらの点を除きいずれの試験体においても計測点

により多少のばらつきはあるものの同様の性状を示しており,試験体種類および設計強度による差はみられ

なかった.

次に試験体に作用する軸圧縮力Nと変位計により計測した軸直行方向変位6Yの関係を比較し図3-12お

よび図3-13に示す。正側の変位は試験体が軸直行方向に膨らむことを意味し,負側は縮むことを意味して

いる。普通強度シリーズにおいて低荷重時における極端な変位が見られるが,これは計測方法に起因す草現

象であり,試験対の特性とは関係がないと考えられる.いずれの試験体も最大耐力付近以降で変位が正側に

伸びる,すなわち軸直行方向に膨らんでいることがわかるが,軸方向変位同様,試験体種類,設計強度によ

る明確な相違は見られない。
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図3-13　軸圧縮力(N)　軸直行方向変位(∂Y)関係(設計強度36N/mm)

3-3-3　ひずみ分布性状

加力方向と同じ向きに貼付したコンクリートゲージ(ゲージ番号3,6, 7, ll, 16, 17, 18, 19,23,28,29,32)

で測定されたひずみ分布の性状を図3-14および図3-15に示す。コンクリートゲージによるひずみの醜定

は圧縮域がプラス,引張域がマイナスで表され,縦軸が試験体高さ(mm) ,横軸がひずみ(〟)である。

図中にはいずれの試験体も約1.5N伽m2ごとの応力段階におけるひずみをプロットし,最大耐力におけるひ

ずみは太線で示す。いずれの試験体においても上部でややひずみが大きくなっているが,これは試験機のシ

リンダヘッドが重力により傾くためである。ひずみの分布性状はほぼ同様であり,同一条件で載荷されてい

ることが確認できた。なお, 27NC-2, 27CA20, 36NC, 36CA20では最大耐力付近で大きなひずみの増加が

見られたものの,いずれの場合も最大耐力時のひずみは1500-2000′↓程度であった。
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3-3-4　最大応力

試験体に作用した軸圧締力の最大値である最大耐力Nn　その値を試験体断面積で除して求めた各試験体

の最大応カーmax>およびそれぞれのコンクリートの材料試験より得られた最大圧縮応力である材料強度0,

との比(omax/OB)を併せて表3-3に示す.コンクリート設計強度27N/mm2の場合において,同じ普通コ

ンクリート3体のうち27NC_2が他よりも高い耐力を示した。その他の種類のコンクリートでは材料強度の

高い27CA40が最も高い耐力を示し,次に27CA20, 27HFの順になった。コンクリート設計強度36N/mm2

では材料強度と同様に36CA40が最も高い耐力を示した。各試験体の最大応力tfmaxと材料強度oBとの比

(omjoB)は寸法効果を表す数値であり,すべての試験体で寸法効果の影響が見られる。強度の高かった

普通コンクリート27NC-2を除くその他の普通コンクリートでは石炭灰を混入した試験体よりも寸法効果の

影響が大きく,特にコンクリート設計強度27N/mm2の場合において顕著である.このことは石炭灰の混入

が寸法効果に影響を及ぼす可能性があることを示すO

表3・3　最大応力の一覧

コンクリート設計強度Fc28=27N!mm2

コンクリート設計強度Fc28=36N1mm2

3-3-5　応カーひずみ曲簿

各試験体の応力(a) -ひずみ(i)関係を比較して図3-16および図3-17に示す.応力Oは軸圧縮力N

を試験体断面積で除した値である。ひずみとは正面および背面の材中央ライン上に貼付したコンクリートゲ

ージの値を平均して用いており,正面では図3・5で示したコンクリートゲージのうちNo.6,7, ll, 16, 17,育

面ではNo.18, 19, 23, 28, 29の平均である。なお,応力Oが22-24N/mm2付近で曲線に段ができている場合
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があるが,これは試験機の錘を付け加えるためにこの点で載荷を中断したことが原因であり,試験体の特性

によるものではない。

コンクリート設計強度27N/mm'!の場合,石炭灰コンクリート40%である27CA40が最も高い最大応力を

示し　a-」曲線の立ち上がり勾配も急である.その点以外でコンクリート種類による特性の差は見られな

い。コンクリート設計強度36 N/mmzの場合も,石炭灰コンクリート40%である36CA40が最も高い最大応

力を示しているが,石炭灰の混入による顕著な特性の差違は見られなかった.
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図3-16　応力(a)-ひずみ(f)曲線(設計態度27N/mm2)
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図3-17　応力(a)-ひずみ(S )曲線(設計強度36N/mm2)
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3-3-6　基準化応カーひずみ曲線

実験実施時のコンクリートの材料試験により得られた特性で基準化した応力ーひずみ関係を図3-18,図

3-19に示す。縦軸は試験体の応力Oをコンクリートテストピースの圧縮試験で得られた圧縮強度oDで除し

たもので,横軸は試験体のひずみEを圧縮試験でのコンクリートの最大圧縮応力時におけるひずみ£,で除

したものである.コンクリート設計強度27N/mm^の場合,石炭灰を混入したコンクリートの曲線は類似し

た性状を示し, 27NC-2を除いて普通コンクリートの曲線とは異なる結果となった。コンクリート設計強度

seN/mm2の場合,すべての試験体において最大応力,最大応力時ひずみともに同様の寸法効果の影響がみら

れ,応カーひずみ関係曲線はコンクリート種類にかかわらず類似した性状を示した。
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I - lー4.;> 蝣

壬

- - N .-

^ .-> -
′.′< -' ^V jC<

, s s 2 7 N C - 1

- ー 2 7 N C t 2～:
・.:

f'X -

;′ ′′

/ /

/ d i p .,.

2 7 N C - 3

2 7 C A 2 0

… … ‥ 2 7 C A 4 0
E
′

∫ - 2 7 H F

0.00　　　　　　0.25　　　　　　0.50　　　　　　0.75　　　　　1.00　　　　　1.25

e/e,

図3-18　基準化応力(o/-b)-ひずみ( e / * b)曲線(設計車度27N/mm2)
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図3-19　基準化応力(a/aB)-ひずみ( 」 / * b)曲線(設計束度36N/mm2)
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3-3-7　力学的特性に関する素材試験結果との比較'

(1)最大応力

素材試験結果との比較として,コンクリート種類ごとの最大応力の一覧とそのグラフを図3-20に示す二

間国中の表には各試験体の最大応力0mォおよび実験実施時のコンクリートの材料試験により得られた最大

圧縮応力である材料強度oDと両者の比(omax/aB)を記載してある。普通コンクリートでは27NC-2が約

10%という低い低下率を示しているが,それ以外の試験体では約21-27%と大きな低下がみられた。石炭灰

コンクリートでは置換率にかかわらず設計強度の高い36CA20, 36CA40が17-19%の低下を示している。

また高流動コンクリートではほとんど変わらない低下率であった.

普通コンクリート
試 験 体 名 tf m ax J B cw C b

2 7 N C - 1 2 2 .0 6 3 0 .3 5 0 .7 3

2 7 N C - 2 2 6 .0 5 2 9 .1 0 0 .9 0

2 7 N C - 3 2 3 .0 9 3 1 .7 4 0 .7 3

3 6 N G 2 8 .5 9 3 6 .0 0 0 .7 9

EE

40
′`、

35

30

三25

義;:

27NC-1　27NC-2　27NC-3　　36NC

石炭灰高流動コンクリート

im

80

60　a?

蒔
40　±i

20

0

試 験 体 名 <7 m ax ーB g m eノ 0 lB

2 7 H F 2 2 .0 3 26 .19 0 .8 4

3 6 H F 3 1 .8 1 3 7.9 7 0.8 4

BE&
E35

30

吾25

義;:
5

0

80

60　喜
*

40　当

20

0

石炭灰コンクリート(20%)
試 験 体 名 <J m n <r B tf �"ノ CrB

2 7 C A 2 0 2 5 .8 1 2 7 .3 6 0 .9 4

3 6 C A 2 0 3 0 .4 4 3 6 .8 8 0.8 3

IV

IEJ
E35

30

吉25

毒等
0

27CA20　　　　　　　　36CA20

石炭灰コンクリート(40%)
訴 欝 体 毛 O ^ ax J B tf m ax′Cr B

2 7 C A 4 0 2 9 .4 2 3 0 .2 7 0 .9 7

3 6 C A 4 0 3 2 .5 4 4 0 .0 5 0 .8

IE

KE
叫∈ 35

30

SSE

結
5

27CA40　　　　　　　　36CA40

図3-20　素材試験結果との比較(最大応力)
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(2)最大応力時のひずみ

最大応力時のひずみの一覧^maxとそのグラフを図3-21に示す・同園中の表の£Bは圧縮試験でのコンク

リートの最大圧縮応力時におけるひずみを表す.石炭灰コンクリート(20%)と石炭灰高流動コンクリート

では設計強度にかかわらずほぼ同じ遵度低下していることが確認される。またその他の種類のコンクリート

ではその程度にはばらつきがあるものの, 27CA40を除くすべての試験体が寸法効果の影響を受けているも

のと考えられる。

通 コン クリー ト

試 験 体 名 ^ m a x E B e m aノ e B

2 7 N C - 1 1 7 7 8 1 8 3 4 0 .9 7

2 7 N C 一2 1 7 8 9 1 8 5 2 0 .9 7

2 7 N C - 3 1 3 4 8 1 6 6 9 0 .8 1

3 6 N C 1 9 5 9 2 3 7 6 0 .8 2

...
葛

実大試験体
テストピース
比率

27NC-1　27NC-2　27NC-3　　36NC

石炭灰高流動コンクリート
試 験 体 名

^ max e B E m a/ 」 B

27 H F 16 7 4 2 ー3 8 0 .7 8

36 H F 14 6 7 18 50 0 .7 9

石 炭 灰 コンクリー ト(20% )

試験 体 名 ^ max e B 」max' 」B

27 C A 20 ー695 20 6ー 0.8 2

3 6 C A 20 ー841 2 16 0 0 .8 5

27CA20　　　　　　　36CA20

石炭灰コンクリートく40%)

80

60蒔
40

試験体名 声max E B ,/ 」b

27CA40 1697 1620 1.05

36CA40 1515 ー931 0.78

27c舶　　　　　　　　36CA40

図3-21素材試験結果との比較(最大応力時のひずみ)

-47-

80

60蒔
40



(3)ヤング係数

各試験体のヤング係数一覧とそのグラフを図3-22に示す。ヤング係数は材料試験に準じて最大応力の

1/3の点における応カーひずみ曲線の候きから算定した。国中のEBはコンクリートテストピースの材料試験

から得られたヤング係数である.いずれの試験体においても最大応力または最大応力時ひずみにおける寸法

効果と比べるとその影響は小さいことが確認できる.
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石炭灰コンクリート(403i)

80
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試験体名 E EB E/EH

27CA40 2.86 3.03 0.94

36CA40 3.ー7 2.99 1.06

2 7 CA40　　　　　　　　3 6 CA40

図3-22　素材試験結果との比較(ヤング係数)
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3-4　まとめ

石炭灰の混入方法およびコンクリート設計強度を変数として,実大無筋コンクリート柱の圧縮載荷実験を

実施した.コンクリート設計強度は27N/mm2と36N/mm2の2種類で,石炭灰の混入方法は石炭灰を混入し

ないNC (普通コンクリート) ,細膏材体積の20%と40%を置換して混入するCA20, CA40 (石炭灰コンク

リート) ,粉体代替として粉体重量の50%強を混入するHF (石炭灰高流動コンクリート)の4通りを設定

し,試験体数は計10体であった。実験結果の比較・検討から得られた知見を以下に列記する。

・破壊性状はいずれも類似しており,コンクリートテストピースの圧縮試験と同様に対角方向のひび割れが

・顕著であった。

・軸圧縮力-変位関係,軸圧縮カー軸直交方向変位関係ともに石炭灰を混入した影響は見られず,同様の傾

向を示した。

・加力方向のひずみの分布性状から載荷条件はいずれの試験体においても同様であったことを確認した。ま

た,石炭灰混入の有無およびコンクリート強度にかかわらず最大耐力時のひずみは1500-2000/i程度で

あった。

・実験結果から得られた実大コンクリート柱の最大応力と素材試験から得られたコンクリートの圧縮強度の

比較からいずれの試験体においても寸法効果の影響が表れていることを確認した。コンクリート設計強度

27N/mm2の場合,石炭灰を混入したコンクリートにおいて普通コンクリートに比べ寸絃効果の影響が低減

される候向が見られた。しかし,コンクリート設計強度36N/mm2の場合では,石炭灰の混入の有無にか

かわらず寸法効果の影響は同様であった。

・応カーひずみ曲線において,石炭灰混入による顕著な影響は見られなかった.一方,コンクリートの材料

特性で基準化した応力-ひずみ曲線においては,コンクリート設計強度27N/mm2の場合,石炭灰を混入

したコンクリートは普通コンクリートと異なる性状を示した.ただし,コンクリート設計強度36N/mm2

の場合には,石炭灰の混入の有無にかかわらず同様の性状であった。以上のことから,寸法効果の影響が

石炭灰の混入及びコンクリート強度により変動する可能性があることを示した。

・力学的特性に関する素材試験結果との比較から,コンクリート種類のそれぞれにおいて最大応力および最

大応力時のひずみが寸法効果の影響を受けていることを確認した。一方,ヤング係数には寸法効果の影響

は見られず,いずれの場合も同様の性状であった.

ZJE
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4-1実験の目的

曲げ破壊の先行する鉄筋コンクリート部材に石炭灰を混入した場合の構造特性への影響を検討する。試験

体は曲げ破壊先行型に設計した準実大の鉄筋コンクリート梁とし,実験結果から破壊性状,耐九　変形性能

およびエネルギー吸収能力に関して石炭灰混入の影響を評価する。

4-2　実験方法

4-2-1試験体名と実験変数

実験変数はコンクリートへの石炭灰の混入方法とし,試験体は4体で,普通コンクリートのBS-1, BS-4

と石炭灰を細骨材置換して混入する石炭灰コンクリートのBS-2および粉体代替として混入する高流動コン

クリートのBS-3である.表4-1に試験体名とコンクリート種類および石炭灰混入方法を示す。なお, BS-1

は加力,計測等の実験装置の動作を確認するためのパイロットテストである。

コンクリートの材料は素材試験で用いたものと同一であり,調合設計は表中に示すように素材試験のそれ

ぞれの調合と統一しており,コンクリート設計強度はFc28=27N/皿㌔で共通としている。

表4-1試験体名と石炭灰混入方法

亮 醜麹錘ォ蝣蝣蝣蝣蝣 I.ニコンク }==⊥ ト嘩敷 右鍵廃線入寿津 m & iB>m m m

B S -1 普通コンクリート なし 27N C一1 (表 2-3) に同じ パイロットテスト

B S -2 石炭灰コンクリート 紳骨材置換 27C A 20 (表 2 -4 に同じ

B S -3 高流動コンクリート 粉体代替 27H F (表 2-6) に同じ

B S -4 普通コンクリート なし 27N C一1 (表 2-3 ) に同じ

4-2-2　使用材料の特性

コンクリートテズトビーズの材料試験から得られた実験実施時におけるそれぞれのコンクリートの力学的

特性を表4-2に示す。また,応カーひずみ関係の例を比較し図4-1に示す。これらの図表からコンクリート

種類による材料特性の明確な差は見られない。

試験体の主筋にはD16を,あばら筋にはD6をそれぞれ使用した.各鉄筋の力学的特性を表4-3に,応カ

ーひずみ曲線を図4-2に示す.

表4-2　実験実施時におけるコンクリートの力学的特性

確 率藤多 幸 コ殖 リ_ Jv顧 ∴J ォ -ft .A.凍 療麹鹿 … 朝 顧強鞍 ….ヤ ング額軒 滞 ヂソ.ン鞍

m y 軸 P 如 軍).∴‥CJt軸 う∴ E (N /m nT ) V

B S -1 普通コンクリート 17 26.7 2 .65 2.84×104 0.154

B S -2 石炭灰 コンクリート 17 26.1 2 .17 2.77×104 0.181

B S-3 高流動コンクリート 15 3 1.8 3.4 0 2 .90×104 0 .143

B S-4 普通コンクリート 14 28 .9 1.8 6 2 .56×104 0 .162
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4-2-3　試験体形状および配筋

試験体は低層鉄筋コンクリート造実構造物における梁部材を想定し,実験装置の能力からスケールを3/

4に縮小した断面300×600mm,長さ4000mmの準実大梁型試験体である.試験体の形状および配筋を図4-

3に示す。配筋は試験体が曲げ破壊先行型となるように設計しており,主筋には上端,下端とも4-D16 (引

張鉄筋比p,-0.44%,主筋全断面積のコンクリート全断面積に対する比pg-0.88%)あばら筋にはD6を

100mm間隔(あばら筋比pw-0.21%)で配筋した。かぶりコンクリートの厚さは35mmとしている.

圭i-R匡匡I.重臣歪帯-I

35　　230

図4-3　試験体の形状および配筋図

【unit : mm】

-52-



学

-53-





4-2-5　載荷方法

載荷装置の全景を図4・4に示す.載荷には押引両用ジャッキ((株)大阪ジャッキ製作所製押500kN,引

250kN,ストローク150mm)を用い,図に示すように2点集中載荷とした。ジャッキには荷重を計測するた

めにロードセル((秩)東京測器研究所敷TCLP-50B容量500kN,感度1.0mV/V)が取り付けてあり,試験体

はピンおよびローラー支点を介して治具により支持されている。ピンおよびロ-ラー支点には動きを円滑に

するためにテフロンシートを貼付している。試験体と周辺の治具の様子を写真4-5に示す。

載荷では図4・5の概念図に示すように,試験区間長3.5m,載荷点間隔1mとし,下向きの加力,すなわ

ちジャッキが押す方向を正加力,上向きのジャッキが引く方向を負加力とした。同図に示すように試験体中

写真4・5　試験体と周辺治具
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4-2-6　計測方法

本実験では荷重,試験体の鉛直変位,鉄筋のひずみについて測定を行う。以下a) -c)に各潮定の詳細を

記す。なお,各謝定値はスイッチボックスとデータロガー((秩)日本電気三栄製7V14)を通してパソコン

(NEC製pc-9801US)に収録される。

a)荷重　　図4-4に示したようにジャッキに取り付けたロードセル((秩)東京潮蕃研究所製TClJ-50B,

容量500kN,感度l.OmV/V)を用いて測定した。

b)鉛直変位　写真4-6に示すように試験体に固定したL字型の鋼製治具を計測対象とし,不動台に設置

した変位計((樵)東京測器研究所製CDP-25, CDP-50, SDP-100)により謝定した。変位計位置と計

測点番号を図4-7に,各変位計の種類と性能を表4-4にそれぞれ示す.

C)鉄筋のひずみ…..図4-8に示す主筋およびあばら筋の各点について,ストレインゲージ((秩)共和電

業製KFG-2-60-C1-11LIM2R)を表裏に1枚ずつ貼付し,その2枚のゲージの平均値からひずみを算

定した。

写真4-6　試験体背面(北面)中央付近における変位計測状況

L字型鋼製治具羊 変位計

「十「ち㈱~ ~　　ふ　　_ _叩　　]
正面(南面)

② @ Q > ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑳

i i. i iL i i i i i
二竿　437.3二43T-二二苧旦二.1‥iT-5l.ォ㍉37.3　竺二竺　4:17.5 --250

背面(北面)

図417　変位計位置と計測点番早
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4-3　実験結果および考察

実験結果として,以下にひび割れ性状,履歴曲線,最大耐力,等価粘性減衰定数,変位分布性状および鉄

筋のひずみ分布性状を比較して示す。なお,パイロットテストであるBS-1については結果を割愛する。

4-3-1ひび割れ性状

各試験体のひび割れの進展状況を図4-9'図4-11にそれぞれ示す。いずれもそれぞれの変形角

(R=l/1600, 1/800, 1!400, 1/200, 1/100, 1βOrad.)における1サイクル目の載荷終了時および終局時での

ひび割れである。各国とも試験体の上面を中心とした展開図となっており,正加力時に発生したひび割れを

黒線で,負加力時のそれを灰線で示している.また,試験体中のグリッド線は鉄筋位置を示す.ひび割れの

進展は各試験体とも同様な性状を示しており,変形角R=1!1600rad.に達するまでに中央部に曲げひび割れが

生じ, 1/400rad.に達するまでに曲げせん断ひび割れが発生した。以下に各試験体について詳細を記述する.

【BS-2 (石炭灰コンクリート) 】

変形角R=1/1600rad.

正加力時においては, 2つの載荷点の内側に梁せい1/2程度の4本の曲げひび割れが発生している。負加

力時においても,載荷点の内側に5本の曲げひび割れが発生しており,このうち教本は正加力時に発生した

曲げひび割れとつながっている。

変形角R=1/800rad.

正加力時においては,載荷点内側に曲げひび割れが,左右の曲げモーメント勾配域に曲げせん断ひび割れ

が発生している。既存の曲げひびわれも進展している。負加力時においても,正加力時と同様に載荷点内側

と曲げモーメント勾配域にひび割れの発生が見られ,既存の曲げひびわれも進展している。

変形角R=1 /400rad.

正加力時において,載荷点の内側に曲げひび割れ,左右の曲げモーメント勾配域に曲げせん断ひび割れの

増加,進展が見られる.負加力時においても正加力時と同様である。

変形角R=1/200rad.

正加力時においては,載荷点の内側に曲げひび割れ　左右の曲げモーメント勾配域に曲げせん断ひび割れ

の増加,進展が見られる。負加力時においても正加力時と同様である。

変形角R=1/100rad.

正加力時においては,主に載荷点内側と曲げモーメント勾配域の下端にひび割れの増加,進展が見られる。

負加力時においては,載荷点付近と曲げモーメント勾配域にひび割れの増加,進展が見られる.

変形角R=1/50rad.

主に載荷点付近とその内側のひび割れの増加,進展が見られ,中央下端部のひび割れ幅が1cm程度に広

がった。

&mm

試験体全域にわたってひび割れの増加,進展が見られる.特に載商点と中央付近下端部のひび割れの増加
ヽ_

が著しい。
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【BS-3 (高流動コンクリート) 】

変形角R=1/1600rad.

正加力時においては,載荷点と中央付近に梁せい1!2-3/4程度の曲げひび割が教本生じており,曲げモー

メント勾配域にも若干のひび割れが発生している。負加力時においても,載荷点の内側に梁せい1/4-1/2程

度の曲げひび割れが教本発生している他,正加力時と同様に曲げモーメント勾配域にも若干のひび割れが発

生している。

変形角R=1!800r叫

正加力時においては,載荷点付近とその内側に梁せい1/2程度の曲げひび割れが新たに発生しており,既

存の曲げひび割れも進展している。負加力時においても正加力時とはぼ同様である。

変形角R=1/400rad.

正加力時において,載荷点の内側では曲げひび割れの増加,進展が見られ,左右の曲げモーメント勾配域

では梁せい1/2-3!4程度の曲げせん断ひび割れが教本発生している。負加力時においては,載荷点と中央付

近に曲げひび割れの増加,進展が見られ　左側の曲げモーメント勾配域では梁せい1/2程度の曲げせん断ひ

び割れが発生している.

変形角R=1 /200rad.

正加力時においては,全体に渡ってひび割れの増加,進展が見られる。負加力時においても正加力時と同

様であるが,特に左側の載荷点と支持点の中央付近に梁せい3/4程度の曲げせん断ひび割れが発生している.

変形角R=1/i OOrad.

正加力時においては,載荷点付近と左右の曲げモーメント勾配域の下端にひび割れの増加,進展が見られ

る。負加力時においては,主に載荷点付近に梁せい1β程度の新たな曲げひび割れの増加と,既存の曲げひ

び割れの進展が見られる.

変形角R=1βOrad.

曲げモーメント勾配域に曲げせん断ひび割れの進展が若干見られ　また,載荷点の内側の曲げひび割れの

増加,進展が著しい。

整昼堕

主に載荷点と中央の下端付近にひび割れの増加,進展が著しく発生した.また中央下端部の教本のひび割

れ幅が1cm程度まで広がった。負加力時のひび割れは若干左に寄っているが,正加力時のひび割れはほぼ

左右対称の性状を示している。

【BS-4 (普通コンクリート) 】

変形角R=1/1600rad.

正加力時においては前面,後面とも載荷点付近とその内側に数本づつ,梁右側の曲げモーメント勾配城に

1本ずつ梁せい1/2-3〝程度のひび割れが発生している.負加力時においても載荷点付近とその内側に,梁

せい1/2程度の曲げひび割れが3本発生している.このうち教本はすでに正加力時に発生したひび割れとつ

ながっている.
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変形角R=1/800rad.

正加力時においては,載荷点付近と中央部,そして右側後面の曲げモーメント勾配域に曲げひび割れの増

加,進展が見られる。負加力時においても,載荷点付近と中央部に曲げひび割れの増加,進展が見られ,右

側の曲げモーメント勾配域に曲げせん断ひび割れが発生している.

変形角R=1 /400rad.

正加力時において,左右の曲げモーメント勾配域にそれぞれ教本, 1β -3/4程度の曲げせん断ひび割れが

発生し,載荷点付近とその内側のひび割れはそれぞれ増加,進展している.負加力時においては,載荷点と

左右の曲げモーメント勾配域付近にひび割れの増加,進展が見られる.

変形角R=1/200rad.

正加力時においては,載荷点と中央付近に曲げひび割れ,曲げせん断ひび割れともに増加,進展が見られ,

左側後面の曲げモーメント勾配域に梁せい1/2程度の曲げせん断ひび割れが新たに1本発生している.負加

力時においては,載荷点と中央付近,および左右の曲げモーメント勾配域でひび割れの増加,進展が見られ

他,左側の曲げモーメント勾配域に顕著な曲げせん断ひび割れが発生している。

変形角R=1/1 00rad.

正加力時においては,主に中央下端付近に曲げひび割れの増加,進展が見られ,曲げモーメント勾配域に

曲げせん断ひび割れの進展が見られる。負加力時においては,載荷点付近に曲げひび割れの進展が見られ,

主に左側の曲げモーメント勾配域に,曲げせん断ひび割れの進展が見られる.

変形角R=1!50rad.

試験体全域に渡ってひび割れの増加, -進展が見られる.特に左側後面の曲げモーメント勾配域に発生した

曲げせん断ひび割れが載荷点の内側まで進展している.

盤昼壁

試験体全域に渡ってひび割れの増加,進展が見られる
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終局時における試験体中央部の損傷状況を比較し写真4・7に示す。各試験体とも正負ともに大きな斜めひ

び割れを生じたが,せん断破壊や急激な耐力低下を起こすことなく,変形角R=l/20rad.を越えるまで変形し,

ジャッキのストロークが限界に達したため終局とみなした。

写真4-7　各拭政体の絵馬時における娩編状況
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4-3-2　履歴曲線

ジャッキにより試験体に作用する荷重pと試験体中央部の鉛直変位各の関係を表す履歴曲線を,変形角

R=1/lOOrad.までの部分に関して図4-12 a)に,終局状態までを図4-12 b)にそれぞれ示す.なお,それぞれ

の図の横軸には変形角Rも併せて示している。

⊥′10U U
-1/40 0 i/iou u-1/10 0 -1/2 00 ¥ -1/16 00 / 1/40 0 1/2 00 R (rad .)

I . 一 一
0 01′8

2

1′800

F

n M

w BSl-2
(石炭灰)

- - I

m
f

5 i サー3

(高流動)

i ■■.■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■l■■■■■■■l■-

- 蝣

P5 ^W/A

・''A
♂

B "

(普通)

l -
-10　　　　　　　　0　　　　　　　10　　　　　　　20

も(mm)

図4-12 a)各試験体の履歴曲線(変形角R=1!100rad.まで)
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履歴曲線はいずれも同様の紡錘形の安定したループを描いており,実験終了時まで著しい耐力低下を起こ

さなかった.また,いずれの試験体においても変形角R=1/400rad.の後に1/200rad.を目指す途中で剛性が大

きく低下しており,主筋が降伏していることがわかる.

-1/100　-1/200　　/400　　/100　　　　/50　　　　　R (rad.)

.1′400

B S-2

(石炭灰)

F /

B S .3

(高流動)

■.........................-

♂
B S ■4

(普通)

■ l
-20　　　　　　　　　　　　　　　　　　20　　　　　　　　40　　　　　　　　60

5(mm)

図4-12 b)各斌験体の履歴曲線(終局状態まで)
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4-3-3　最大耐力

実験より得られた各試験体の最大耐力を表4-5に実験値QEとして示す。また,計算により求めた曲げ終

局耐力QcMとせん断終局耐力Q。Sを計算値として,さらにそれぞれの実験値との比を同表中に併せて示す。

なお,計算値QcM 'QcSは文献19)に準じて下記の略算式により求めた.各試験体の最大耐力の実験値QE

は近似した値となっており,曲げ終局耐力計算値QcMをわずかに越え,せん断終局耐力計算値Qcsを大き

く下回っている。

表4-5　最大耐力の実験値と計算卓の比較

m 醜 鐸 奉 :. 乗 数 虚 (㍍ ) I

Q e

新 舞 億 =(印 ) 、 実 酸 慮 / 計算 革

ft tf Q せ ん 断 Q CS Q e / Q cM =. Q e / Q *te s

B S -2 2 9 3 .8 2 4 8 .2 4 5 4 .0 1.1 9 0 .6 5

B S -3 2 9 5 .8 2 4 8 .2 4 7 5 .6 1 .1 9 0 .6 2

B S -4 2 9 3 .4 2 4 8 .2 4 6 8 .2 1 .18 0 .6 3

<計算値QcM> QcSの算出>

..…文献19)中の略算式に準ずる

①曲げ終局耐力計算値; Qcm=2Mu/t

終局曲げモーメント; Mu=0.9atasY<l

引張鉄筋断面積; at=796 mnr

引張鉄筋降伏強度　asy=393N/mm2 (主筋D16の材料試験結果,表4-3参照)

断面の有効せい; d=551mm

載荷点支点間距離'.= 1,250mm

②せん断終局耐力計算値; qs=2T。bj

せん断終局応力度; xu =
0.053p, (180+aB)

(M!Qd)十0.12
+ 2.7応

引張鉄筋比　p,=0.44%

コンクリート圧縮強度; oB-..実験実施時における材料試験結果である表4-2に示した値

シアスパン比; M/Qd=2.27

あばら筋比; Pw=0.0021

あばら筋降伏強度; owy=383N/mm2 (あばら筋D6の材料試験結果,表4・3参照)

断面の幅; b=300mm

断面の応力中心間距離; j = 7/8d=48.21 mm
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4-3-4　等価粘性減衰定数

各試験体の履歴特性を詳細に検討にするた桝こ,各履歴ループごとに等価粘性減衰定数hEQを図4-13に

示す方法により算出した。等価粘性減衰定数hEQと変形角Rの関係を図4-14に示す。各試験体ともいずれ

の変形角についても2点ずつプロットしてあるが上の白抜きが1サイクル目,下の黒塗りが2サイクル目の

値である.なお,変形角R=1/1600rad.に関しては変形が小さく誤差の影響が大きいために除外している。等

価粘性減衰定数hEQはすべて0-30%の範囲に収まっており,いずれも各試験体とも同様の傾向を示してい

ることがわかる.なお,いずれの試験体においても,主筋が降伏したと推定される変形角R=l/200rad.以降

に履歴面積の増大に伴い等価粘性減衰定数hEQの億が大きくなっている。

荷重 P

a

f

/
′/

/′′ b …

… d ′/

一/.i / /

C

/

等価粘性減衰定数;

h--去蔑
位a SO可::フabedの面積

sl= 』aoeの面積

Sl = 』cofの面積

図4-13　等価粘性減衰定数hE。の算出方法

,* L/¥ _ ▲ B S - 2 (石 炭 灰 )

.̀ ..T

/ / 3I
ロ B S - 3 C高 流 動 )

B S - 4 C普 通 ) /

.;*蝣〆 ノ

/ ′一.

s.'

..i.:/ ,

一′ン .
...; !; ・-

/.
/ 蝣 ※ 白 抜 き は 1 サ イ ク ル 目

黒 塗 り は 2 サ イ ク ル 目

を 表 す-

......

'蝣<

¥/ s

1/800　1/400　　　　　1/200　　　　　　　　　　　　　　1/1 00

R (rad.)

図4-14　等価粘性減衰定数hEQと変形角Rの関係
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4-3-5　変位分布性状

それぞれの試験体における各変形角の1サイクル目について,変位計により湘定した鉛直方向の変位分布

を比較し図4-15に示す.各国において,下方向に正加力時,上方向に負加力時の変位分布を示しており,

◆印は各変位の計測位置を表している.これらの図からいずれの変形角においても各試験体ともにほぼ同様

の変位分布性状を示していることがわかる.以下に各試験体についての詳細を列記する.

【BS-2 (石炭灰コンクリート) 】

・変形角R=l/100rad.までは左右対称の一様な変位分布を示している。

・変形角R--1/100rad.において変位分布性状が一様でなくなって_いるが,この原因としては試験体に固定

してあった変位測定用治具がひび割れの進展のためにずれたことが考えられる.

【BS-3 (高流動コンクリート) 】

・変形角R=1/lOOrad.までは左右対称の一様な変位分布を示している。

・変形角R=-1!lOOrad.において変位分布性状が一様でなくなっているが, BS-2と同様の理由であると推察

される。

【BS-4 (普通コンクリート) 】

・変形角R=1/50rad.において,左側の載荷点付近の変位計(測定点番号⑦)が不良となったため,図では

その点を除いている.

・上記の点を除き正加力時,負加力時ともに左右対称の一様な変位分布を示している.
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4-3-6　鉄筋のひずみ分布性状

A)主筋のひずみ分布

各試験体における上端および下端の主筋のひずみ分布を変形角との関係として図4-16'図4-18にそれぞ

れ示す。これらの図において,ひずみは鉄筋に添付したひずみゲージにより計測した億であり,伸びる方向

を正とし,正加力時のひずみ分布を実線で,負加力時のひずみ分布を点線で示している。図中の記号はそれ

ぞれの変形角を表し, ■はl/1600rad.,　はl/800rad., ▲はl/400rad, ▼はl/200rad., ◆はl/100rad.,そし

て*はl/50rad.に対応する.また,各国中に太破線で表している主筋の降伏ひずみ(Esy)は事前に行った鉄

筋(D16)の材料試験の結果から求めた降伏ひずみ値(2,102y.)であり降伏点の基準としている。降伏に達

した後については,ひずみが極端に増大し計測が不可能であるため.,図においては矢印で表している。なお,

主筋のひずみ分布図とともに,各計測点について主筋の降伏ひずみに達した順序を降伏の順番として図示す

る.各試験体ともに下端主筋は変形角R=1/lOOrad.で,上端主筋は1/lOOrad.で引張降伏に達しており,ひず

み分布も多少のばらつきはあるものの総じて同様の傾向を示している。以下に各試験体についての詳細を列

記する。

【BS-2 (石炭灰コンクリート) 】

上端主応

・変形角R=-1!lOOrad.において左右の載荷点付近から降伏に達している.

・変形角R=-1/200rad.以降の負加力時において,右端に比べ左端のひずみの値が大きくなっているが,こ

れは左側に曲げせん断ひび割れがより多く発生していたためと考えられる。

下端主筋

・変形角R=1/lOOrad.において中央部が降伏に達し,その後1/50rad.で載荷点付近が降伏に達している.

・変形角R=-1/200rad.において中央部付近の二点でひずみが突然大きくなっているが,これはこの付近の

ひび割れが増加,進展したためと考えられる.

【BS-3 (高流動コンクリート) 】

上端主筋

・変形角R=-1/lOOrad.において中央部付近が降伏に達している.

・変形角R=-1!200rad.以降の負加力時において,右端に比べ左端のひずみの値が大きくなっているが, BS-

2と同様に左側に曲げせん断ひび割れがより多く発生していたためと考えられる。

下喝主筋

・変形角R=1/lOOrad.において中央部から右側の載荷点にかけて降伏に達している。

・右端のひずみゲージの値が変形角R=-1/200rad.に達するまでに本良になったため,それ以降の値は用い

ていない。

・変形角R=-1/200rad.で中央付近のひずみが突然大きくなっているが,これはこの付近でのひび割れの増

加,進展が著しかったためと考えられる。

*:Y*



【BS-4 (普通コンクリート) 】

m

・変形角R=-1/lOOrad.において中央部付近が降伏に達している。

・変形角R=-1/200rad.以降の負加力時において,右端に比べ左端のひずみの値が大きくなっているが, BS-

2と同様に左側に曲げせん断ひび割れがより多く発生していたためと考えられる.

下端主筋

・変形角R=l/200rad.において中央部でcsyを越えたが,その後も正常な値を示していたので降伏していな

いと判断した.その後1/lOOrad.において中央部が降伏に達した.
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B)あばら筋のひずみ分布

各試験体の正面と背面のあばら筋のひずみ分布をそれぞれの変形角との関係として図4-19-図4-21に示

す。凡例等は主筋のひずみ分布図と同様であるが,あばら筋の降伏ひずみ(esy)は鉄筋(D6)の材料試験

の結果に基づき2,22叫としている。試験体によりひずみ分布性状は多少異なっているが,いずれの試験体に

おいても顕著なせん断ひび割れの発生している近辺においてあばら筋のひずみが大きくなっており,コンク

リート種類による特性の差違は見られない.以下に各試験体についての詳細を列記する。

【BS-2 (石炭灰コンクリート) 】

・両面ともあばら筋は最後まで降伏には至らなかった.

・前面と後面のひずみ分布性状がほぼ同様であったことから,両面において類似したひびわれ性状を示し

ていたことが確認できる。

・変形角R=1/50rad.で両面ともに中央付近のひずみが大きくなっているが,これは既存の曲げひび割れの

幅が広がったためと考えられる。後面では左側の曲げモーメント勾配域においてひずみが大きくなって

いるが,これはこの付近のせん断ひび割れの進展によるものと考えられる。

【BS-3 (高流動コンクリート) 】

・変形角R=1!50rad.で前面左側の曲げモーメント勾配域で降伏に達した.これはこの付近に発生した大き

なせん断ひび割れの影響によるものと考えられる。

・前面左側の曲げモーメント勾配域におけるひずみが特出していることを除けば,両面ともはぼ同様のひ

ずみ分布性状を示しており,中央付近ではあばら筋にひずみはあまり見られず,左右の曲げモーメント

勾配域であばら筋が応力を受けて伸縮していることがわかる。

【BS-4 (普通コンクリート) 】

・両面ともあばら筋は最後まで降伏には至らなかった。

・前面において,梁左側の曲げモーメント勾配域でひずみが特に大きくなっているが,これはこの付近に

発生したせん断ひび割れの影響によるものと考えられる。中央付近でもひずみが大きくなっているが,

これはその近辺に生じた曲げひび割の幅が広がったためと考えられる。

・後面においては,左右の曲げモーメント勾配域においてひずみが大きくなっているが,これもこの付近

に発生したせん断ひび割れの影響であると考えられる.中央付近のひずみが大きくなっているのも前面

と同じ理由が考えられる.
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4-4　まとめ

コンクリートへの石炭灰の混入方絵を実験変数として,曲げ破壊が先行するように設計された準実大鉄筋

コンクリート梁を試験体とした静的載荷実験を実施した。コンクリ-ト種類は普通コンクリート,石炭灰コ

ンクリート,高流動コンクリートのう、種類であり,実験結果として下記の項目に関して比較検討を行った。

1)ひび割れ性状

2)履歴曲線

3)最大耐力

4)等価粘性減衰定数

5)変位分布性状

6)鉄筋のひずみ分布性状

いずれの項目についてもコンクリ-ト種類による有意な差は見られなかったことから,ここで検討した限

りにおいて,石炭灰を混入したコンクリートを用いた試験体は普通コンクリ∵トの場合と同等程度の耐震性

能を有していることが推察できる。
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5-1実験の目的

曲げせん断破壊型の鉄筋コンクリート部材に石炭灰を混入した場合の構造特性への影響を検討する。試験

体は曲げ降伏がせん断破壊にわずかに先行するよう設計した準実大の鉄筋コンクリート柱とし,一定軸力下

で水平方向に漸増繰り返し載荷を行う。実験結果から破壊性状,水平耐九変形性能およびエネルギー吸収

能力に関して石炭灰混入の影響を評価する.

5-2　実験方法

5-2-1試験体名と実験変数

実験変数はコンクリートへの石炭灰の混入方法とし,試験体は4体で,普通コンクリートのCS-1と石炭

灰を体積比20%で細骨材置換して混入する石炭灰コンクリートのCS-2,粉体代替として混入する高流動コ

ンクリートのCS-3およびで体積比40%で細骨材置換して混入する石炭灰コンクリートのcs4である。試験

体名と石炭灰混入方法を表5-1に示す。

コンクリートの材料は素材試験で用いたものと同一である.調合設計は表中に示すように素材試験のそれ

ぞれの調合と統一しており,コンクリート設計強度はFc28=27N,/mm2で共通としている。

表5-1試験体名と石炭灰混入方法

幽 魂 .:∴. 3 > ? リ⊥ h i ～.= 森. == …m ….i.卑 圭…
na svaiー■ S 'J K fi ‥畢珂 ss…

C S-1 普通コンクリート なし 27N C一1 (表 2-3 ) に同じ

C S-2 石炭灰20% コンクリート 細骨材置換 27C A 20 (表 2 -4) に同じ 体積比 20 %

C S-3 高流動コンクリート 粉体代替 27C A 40 (表 2 -5) に同じ

C S-4 石炭灰40% コンクリート 細骨材置換 27H F (表 2-6) に同じ 体積比 40 %

5-2-2　使用材料の特性

コンクリートテストピースの材料試験から得られた実験実施時におけるそれぞれのコンクリートの力学的

特性を表5-2に示す・また,応カーひずみ関係の例を比較し図5-1に示す　CS-2において所定の強度に達

するのに時間を要したが,その他にはコンクリート種類による材料特性の差は見られない.

試験体の主筋にはD16とD16を併用し,帯筋にはD6を使用した.また,柱下部のスタブ部分にはDIO

とD22を使用した。各鉄筋の力学的特性を表5-3に,応力ーひずみ曲線を図5_2に示す。

表512　実験実施時におけるコンクリートの力学的特性

戎療 鍵 各
ボ ナ y > Jt

+ 、
i .壷 j 1浅手…… A.速 め .:.‥

V ‥

C S -1 普 通 コン クリー ト 14 2 7 .7 1 3 .0 5 2 .6 9 X l 04 0 .1 9 1

C S -2 石 炭 灰 2 0 % コンクリー ト 2 8 2 6 .3 4 1 .8 4 2 .17 × 1 04 0 .0 9 3

C S -3 高 流 動 コンクリー ト 15 2 7 .9 2 2 .2 6 2 .4 1 × 1 04 0 .15 0

C S -4 石 炭 灰 4 0 % コンクリート 14 2 6 .l l 2 .3 1 2 .4 2 × 1 04 0 .1 6 9
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5-2-3　試験体形状および配筋

試験体は低層鉄筋コンクリート造実構造物における柱部材を想定し,実験装置の能力からスケールを2/

3に縮小した断面400mm角,高さ1,000m皿の柱部分に基礎固定用のスタブのついた準実大柱型試験体であ

る。試験体の形状および配筋を図5-3に示す.曲げ降伏強度がせん断破壊強度をわずかに下回るように配筋

を設計しており,柱部分の主筋には4-D19と8-D16の組み合わせ(引張鉄筋比pt-0.61%,主筋全断面積

のコンクリート全断面積に対する比pg-1.71%)帯筋にはD6を50mm間隔(帯筋比Pw-0.32%)で配筋し,

かぶりコンクリートの厚さは35mmとした。スタブではD22とDIOを用い,かぶりコンクリートの厚さを

40mmとして十分な剛性が確保できるよう配慮した。
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図5-3　試験体の形状および配筋図
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5-2-5　章芝荷方法

載荷装置の全景を図5-4に示す。 pc銅棒にて4点で反力床と緊結された試験体の頂部に鉛直加力用の秤

引両用ジャッキ((秩)大阪ジャッキ製作所製押500kN,引250kN,ストローク150mm)を設置し,水平加

力用の押引両用ジャッキ((秩)大阪ジゼッキ製作所製押600kN,引300kN,ストローク300mm)をH形鋼

2本を組み合わせた加力治具を介して設置した。各ジャッキには荷重を計測するためにロードセル((株)東

京謝器研究所製TCLP-50B容量500kN,感度l.OmV〝)が取り付けてある。実験が終了した後の試験体と周

辺の治具の様子を写真5-4に示す.

載荷では図5-5の概念図に示すように,試験体頂部に一定軸力を加えつつ,水平方向に正負交番の繰り返

し載荷とした.一定軸力は低層建物を想定し軸力比0.1に相当する441kNを目標とし,実験中はこの値を保

持するように制御した.水平荷重は柱固定部から800mmの高さの位置に作用しており,水平ジャッキが押

す方向を正加力,引く方向を負加力とした。同園に示すように水平変位計測用変位計のうち最上部に設置し

た変位計が計測した水平変位5をその計測点高さhoである605mmで除した値を変形角Rと定義し,この

変形角Rを制御の対象として載荷を行った。載荷プログラムを図5-6に示す。変形角R-1/800, 1/400,

1/200および1!100 rad.で2回ずつの正負交番繰り返し載荷を行い,変形角1!50 rad.ではジャッキ能力の限界

から正加力1回のみを行い,その後に押抜きを行っている.

写真5・4　実験装置にセットされた試験体(CS-1実験後)
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5-2-6　計測方法

本実験では試験体に作用する軸力と水平荷重,試験体の水平変位,軸方向変位とせん断変形,鉄筋のひず

みについて珊定を行う.以下a) -c)に各測定の詳細を記す.なお,各測定値はスイッチボックスとデータ

ロガー((秩)日本電気三栄製7V14)を通してパソコン(NEC製PC-9801US)に収録される.

a)試験体に作用する軸力と水平荷重..…図5-4に示したように各ジャッキに取り付けたロードセル((秩)

東京翻器研究所製TCLP-50B,容量500kN,感度l.OmV/V)を用いて測定した.

b)試験体の水平変位,軸方向変位とせん断変形.….変位計測の概要を図5-7に示す。計測点①～⑤で柱

部分の水平変位を計翻点⑭でスタブの水平変位を測定する.計測点⑥～⑬で柱部分の軸方向変位を謝

定し,その億を元に曲車を算出する.計測点⑫, ⑳で柱部分柱脚付近における斜め方向の変位を謝定

し,その値を元にせん断変形を算出する.各変位計の種類と性能を表5-4に,各変位計の設置詳細を

図5-8にそれぞれ示す.また,写真5・5に試験体正面から見た変位計の設置状況を示す。

C)鉄筋のひずみ…..図5・9に示す主筋,帯筋およびスタブ筋の各点について,ストレインゲージ((秩)

共和電業製KFG-2-60-C1-11LIM2R)を1枚もしくは表裏に1枚ずつ計2枚を貼付し, 2枚の場合は2

つの平均値からひずみを算定した。図において計測点に対し数字が1つの場合は1枚, 2つの場合は

2枚のゲージが貼付してある.

写真5・5　試験体正面(南面)の変位計設置状況
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5-3　実験結果および考察

実験結果として,以下にひび割れ性状,水平荷重一水平変位履歴曲線,水平最大耐力,等価粘性減衰定数,

水平変位分布性状,鉄筋のひずみ分布性状,曲率分布性状,せん断変形性状および軸方向変位一水平変位関

係を比較して示す.なお, cs-4についてはコンクリートの粘性が高いた糾こ打設をやり直した軽緑があり,

その影響の考慮が難しいことからここでは結果を割愛する。

5-3-1ひび割れ性状

各試験体のひび割れの進展状況を図5-10'図5-12にそれぞれ示す。いずれもそれぞれの変形角

(R=l/800, 1/400, 1/200, 1/100, l/50rad.)の載荷終了時および終局時でのひび割れである。各国とも正加

力時に発生したひび割れを黒線で,負加力時のそれを灰線で示し,コンクリートの剥落部は塗りつぶしてあ

る.また,試験体中のグリッド線は鉄筋位置を表す。ひび割れの進展は各試験体ともに同様の性状を示して

おり,変形角R=1/800rad.までに柱脚部に曲げひび割れが生じ, 1/200rad.までに曲げせん断ひび割れが発生し

た。なお,付着ひび割れはいずれにおいても発生しなかった。以下に各試験体について詳細を記述する。

【CS-1 (普通コンクリート) 】

変形角R=1/800rad.

正加力時において,柱脚部の引張側に曲げひび割れが発生している。負加力時においても,柱脚部の引張

側に曲げひび割れが発生している。

変形角R31/400rad.

正加力時において,柱脚部から約25cm上方の付近で曲げひび割れが発生した.また柱脚部の既存の曲げ

ひび割れはそれぞれ進展している。負加力時においても正面で柱脚部から約25cm上方の付近から若干のひ

び割れが発生している。

変形角R=1/200rad.

正加力時において,柱脚部から約25cm上方付近のひび割れが進展し,正面では斜め方向のせん断ひび割

れも発生している。柱脚部の曲げひび割れは東側面の全幅に渡っている。,負加力時においても,正面および

背面の引張側に柱脚部から約25cm上方付近に曲げせん断ひび割れが発生している。

変形角R=1/100rad.

正加力時において,正面および背面に柱脚部から55cm上方の付近で柱幅1!2程度のせん断ひび割れが発

生している.既存のせん断ひび割れはそれぞれ柱幅の2β程度まで進展している.負加力時においては既存

のひび割れがそれぞれ進展しているが,顕著なせん断ひび割れは発生していない。

変形角R=1/50rad.

正加力において,特に背面の柱脚部付近で既存のせん断ひび割れの進展が見られる。

塵屋壁

既存のひび割れの進展が若干見られる他,柱脚部から50cm上方の付近で若干のひび割れが発生している。

また,柱脚部西側に圧縮軸力による圧壊が見られた。
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【cs-2 (石炭灰コンクリート) 】

変形角R=1 /BOOrad.

正加力時においてはひび割れは発生しなかった。負加力時において,柱脚部および柱脚部から10cm上方

の付近に若干の曲げひび割れが発生した。

変形角R=1/400rad.

正加力時において,柱脚部の上方10cmから20cmの付近に曲げひび割れが発生した。負加力時において

は,柱脚部の上方15cmと25cmの付近に曲げひび割れが発生した。

変形角R=1/200rad.

正加力時において,既存の曲げひび割れがそれぞれ進展し,斜め方向のせん断ひび割れが発生している箇

所もある。負加力時においても,既存の曲げひび割れが進展し,一部でせん断ひび割れが発生している。

変形角R=11100rad.

正加力時において,せん断ひび割れの進展および増加が顕著である。負加力時においても,正加力時と同

様にせん断ひび割れの進展,増加が著しい。

変形角R=1伍Orad.

正加力時において,曲げひび割れ,せん断ひび割れともに増加,進展している。また,柱脚部の東側端で

圧縮による縦方向のひび割れが発生している。

盤昼垂

全体的にひび割れの増加,進展が顕著であり,柱脚部の西側端でコンクリートが部分的に圧壊し剥落した。

【CS-3 (高流動コンクリート) 】

変形角R=1 /SOOrad.

正加力時において,柱脚部およびその上方15cmと25cm付近から若干の曲げひび割れが発生した。負加

力時においては,柱脚部の上方15cm付近から若干の曲げひび割れが発生している。

変形角R=1/400rad.

正加力時において,既存の曲げひび割れが進展しており,一部でせん断ひび割れが発生している.負加力

時においても正加力時と同様である。

変形角R=1 /200rad.

正加力時において,既存の曲げひび割れ,せん断ひび割れともに進展している.負加力時においては,曲

げひび割れ,せん断ひび割れともに増加,進展している。

変形角R=1/i OOrad.

正加力時において,ひび割れが増加,進展している.また,柱脚部の東側端に圧緒による縦方向のひび割

れが発生している.負加力時においてはひび割れが増加,進展している。

変形角R:1侶Orad.

柱脚部における既存のひび割れが増加,進展している.

整昼壁

水平加力点付近から柱脚部東側端に向けて大きなせん断ひび割れが発生し,既存の曲げひび割れ,せん断

ひび割れはともに増加,進展している。また,柱脚部西側端でコンクリートが圧壊し剥落した.
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各試験体の終局時における損傷状況を比較して写真5-6に示す.いずれにおいても正負両方向に大きな斜

め方向のせん断ひび割れが発生したが,せん断破壊や急激な耐力低下を起こすことなく,抜脚茄の西側端が

圧壊して終局に達した。

写真5・6　各試験体の終局時における抜備状況
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5-3-2　水平荷圭一水平変位履歴曲線

試験体に作用する水平荷重Qと制御用変位計の計測値である水平変位5の履歴を変形角R=l/100rad.まで

の部分に関して図5-13 a)に,終局状態までを図5・13 b)にそれぞれ示す。なお図5・14に示すように,水平

荷重Oには水平ジャッキにより作用する荷重に加え,鉛直ジャッキが傾いた場合の荷重の水平成分を考慮

している。

・1!100　　　-1/200　/800　　/400　士β00　　1/100 R (rad.)

●1′400 ●1′800

/蝣 I

K -y:

C S ■1

(普通)

Im ^ ^ ^ ^ ^ H

Hi
w

CS-2

I (石炭灰)

fa
i

蝣̂r

7 ¥

v'
C S -3

(高流動)

■ー■■
■ ■ l ■ -
-6　　　　-4　　　　-2　　　　0　　　　　2　　　　　4　　　　　6

8(mm)

図5-13 a)各試験体の水平荷重一水平変位履歴曲線(変形角R=1/100rad.まで)
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履歴曲線はいずれも同様の安定したループを描いており,実験終了時まで著しい耐力低下を起こさなかっ

た。また,せん断ひび割れに起因するスリップ現象が同様に見られ,そのために準実大鉄筋コンクリート梁

試験体に比較し,各ループの幅が狭く面積が小さくなっている.なお,いずれの試験体においても変形角

R=1/200rad.付近で剛性が大きく低下しており,主筋が降伏していることがわかる.

-1/100　-1/200　　　/4㈱ 1/200 1/1∝)　　　　1/50　R(rad.)

ー1′400

IA

C S■1

(普通)

i /′

/
/'蝣蝣''//

C $■2

I (石炭灰)

lls

′IP f̂

M

C S 一3

(高流動)

- - I
-　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10　　　　　　　15

5(mm)

図5-13 b)各試験体の水平荷重一水平変位履歴曲線(終局状態まで)
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<初期状態>

鉛直ジャッキJV

水平ジャッキJH

変位計TD14

王　面

<加力変形時>

X
qh"
: >

一J

;・

IJ

/

(

Jl

J

i.ど

～

O. lI

・ ど

Tl Ill

,∫

^TDl

「~~~!
II～
!hT

^

JH
ul

OJV

一初期状態(載荷前)について一

下記の値を実測

'TOP　柱下端から鉛直ジャッキ上部ピンまでの鉛直距離

Pc :柱下端から鉛直ジャッキ下部ピンまでの鉛直距離

hTOl :柱下端から変位計TDl計測点までの鉛直距離

xjvO・鉛直ジャッキの初期水平変位

(そのうち, hTOpサ」& htDiは定数)

下記の値を設定

hc =^c

hjvo-dtop he

9m = Tan-1

一加力変形時について-

下記の関係が成り立つ

ⅩB :変位計TDMの計謝値

xTDl・変位計TDlの計測値

oc = Tan-1

xc=tcsin[8cl, hc=(ccos[6C]

hjv=ォtop he

xjvc = hjv tan[ Ojvo ]

xjv = Xjvo'+xB+xc

8jv = Tan-1

Qjv = Pjv sin[ 6jv ], Njy = Pjv cos[ 8,v]

以上より

試験体に作用する水平荷重; q = pjh+Qjv

試験体に作用する鉛直荷重; N=Njy

図5-14　鉛直ジャッキの傾斜による荷重の補正
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5-3-3　水平最大耐力

実験より得られた各試験体の水平最大耐力を表5-5に実験値oEとして示す。また,計算により求めた曲

げ終局耐力QcMとせん断終局耐力Qcsを計算値として,さらにそれぞれの実験値との比を同表中に併せて

示す。なお,計算値Qcm > Qcsは文献19)に準じて下記の略算式により求めた。曲げ終局耐力計算値Q。M

とせん断終局耐力計算値Qcsは近接した値であるが,いずれにおいても曲げ終局耐力計算値QcMがわずか

に小さく曲げ破壊先行型となっていることがわかる.各試験体の水平最大耐力の実験値QEはいずれも計算

値と近似している。

表5-5　水平最大耐力の実験値と計算鐘の比較

醜 験 体 名 =麹 録 (叫 ..

Q 苦

∴ 軒舞 億 (fcN ) 実 験 革 / 計 舞底

曲げ Q CW せ ん 斬 Q CS Q e / Q cm Q E / Q ,ics

C S -1 254.2 25 1.3 257 .1 1.01 0 .99

C S -2 263 .4 250.0 253.8 1.05 1.03

C S 一3 259 .0 251.3 257.5 1.03 1.0 1

<計算値QCM. QCSの算出>

..…文献19)中の略算式に準ずる

①曲げ終局耐力計算値: Qcm=Mu /h

終局曲げモーメント; Mu=0.8atOsyD+0.5ND

引張鉄筋断面積　at...D16:398mm', D19 :574mm'

引張鉄筋降伏態度; osy蝣サD16:393N/mm2, D19:387N/皿n2 (表5-3参照)

軸力;N=441kN

断面の幅; b=400mm

断面の全せい; D=400mm

コンクリート圧縮強度; OB　実験実施時における材料試験結果である表512に示した値

加力点高さ;h=800mm

②せん断終局耐力計算値; Qs=(Tu+0.1a。)bj

せん断終局応力度; tu=
0.053p, (180+aB)

(M!Qd) +0.12
+ 2-7Vpw -wy

引張鉄筋比; pt-0.6i %

シアスパン比; M/Qd=2.29

帯筋比; pw=0.0032

帯筋降伏強度　owy=383N/mm2　表5-3参照)

平均軸方向応力度; O。 = N/(b D) - 2.76 N/mm2

断面の応力中心同距離", j =306mm
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5-3-4　等価粘性減衰定数

各試験体の履歴特性を詳細に検討にするた桝こ,各履歴ループごとに等価粘性減衰定数hEQを準実大鉄筋

コンクリート梁試験体と同様に図4-13に示す方法により算出した.等価粘性減衰定数hEQと変形角Rの関

係を図5-15に示す。各試験体ともいずれの変形角についても2点ずつプロットしてあるが上の白抜きが1

サイクル目,下の黒塗りが2サイクル目の値である.等価粘性減衰定数hEQはすべて0-20%の範囲に収ま

っており,各試験体ともに同様の傾向を示していることがわかる。いずれの試験体においても,主筋が降伏

したと推定される変形角R=l/200rad.以降に履歴面積の増大に伴い等価粘性減衰定数hE。の値が大きくなって

いる。なお,水平荷重一水平変位履歴曲線において記載したように,準実大鉄筋コンクリート梁試験体に比

較し,ループの膨らみが小さいことから等価粘性減衰定数hEQの値も小さくなっていることを付記する。

.P

A0 l 一 c s - K 普 通 )

.- s

,' ・"

A - ▲ C S ー2 (石 炭 灰 )

B C S - 3 (高 流 動

;."

.+ l-,
,' ・

.' ・

..蝣Z S i. 一一
,*・

,*・
,*s

レ 日

レ 目

>s > 一P# .メ I /

.- .</・s..一く ** * ^ ※ 白 抜 き は 1 サ イ ク

黒 塗 り は 2 サ イ ク

を 表 す

1/800　1/400　　　　　/200　　　　　　　　　　　　/100

R (rad.)

図5-15　等価粘性減衰定数hEOと変形角Rの関係
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5-3-5　水平変位分布性状

各試験体におけるそれぞれの変形角の1サイクル目について,変位計により計謝した水平方向の変位分布

を図5-16に示す.この図において,右方向を正加力時,左方向を負加力時として示し, ◆印はそれぞれ変

位計の位置を表している。なお, CS-1およびCS-3では,実験途中でひび割れ等の損傷により変位計珊用の

治具が固定できず正確な計測が不能となった.よって国中では計測不能となった点は除外し点線で表してい

る。水平変位分布はいずれの試験体においても初期の小振幅時には直線的であり,変形角R=1/lOOrad.以降

でやや柱脚部に変形が集中しており,同様の性状を示している。以下に各試験体について詳細を記述する.

【CS-1 (普通コンクリート) 】

変形角R=-1/200rad.まではほぼ直線的になっており, 1/lOOrad.以降において柱脚部にやや変形が集中して

いる. -1/lOOrad.を目指す途中で試験体のひび割れのために最下点の水平変位計測が不能となった。

【CS-2 (石炭灰コンクリート) 】

CS-1と同様に変形角R=-1/200rad.まではほぼ直線的な性状を示しており, 1/lOOrad.以降において柱脚部に

やや変形が集中している。

【cs-3 (高流動コンクリート) 】

変形角R=1!200rad.まではほぼ直線的になっており, -1!200rad.以降において柱脚部にやや変形が集中して

いる. 1/lOOrad.を目指す途中で最下点, -1/lOOrad.を目指す途中で下から2番目の水平変位計測が試験体の損

傷により不能となった.





5・3-6　鉄筋のひずみ分布性状

A)主筋のひずみ分布

各試験体において正面から見たときの西端および東端の主筋におけるひずみ分布性状を図5-17'図5-19

にそれぞれ示す。この国において,ひずみは伸びる方向を正とし,正加力時のひずみ分布を実線で,負加力

時のそれを点線で示している.図中の記号はそれぞれの変形角を表し, ●はl/800rad., ▲はl/400rad., ▼は

1/200rad., ◆は1!lOOrad.,そして*は1!50rad.にそれぞれ対応する.また,国中に太破線で表している主筋

の降伏ひずみ(%)は事前に行った鉄筋(D19)の材料試験の結果から求めた降伏ひずみ値(2,005fi)であ

り降伏点の基準としている.ひずみ分布はいずれの試験体においても柱脚に近いほど大きな億を示し,部分

的に降伏に達している場合もあり,コンクリート種類の違いによる有意な差違は見られない。以下にそれぞ

れについて詳細を記述する.

【cs-1一(普通コンクリート) 】

萱艶

変形角R=-1/400rad.までは正加力時,負加力時において対称的なひずみ分布を示している. -1/200rad.にお

いて高さ400mm付近のひずみが大きくなっているが,これはこの付近に生じたせん断ひび割れの影響によ

るものと考えられる。 _1/lOOrad.で最下部が最初の降伏に達している.

圭製

変形角R=1/200rad.においてひずみ分布形状がそれまでのものと異なっているが,これは高さ200mm付近

に生じたせん断ひび割れの影響と考えられる1/lOOrad.において最初の降伏に達しており,西側の主筋より

早期に降伏している。

【CS-2 (石炭灰コンクリート) 】

車型

変形角R=-1/100rad.において最初の降伏に達している。負加力時において高さ200mm付近の値が特出して

いるが,これはこの付近に生じたせん断ひび割れの影響によるものと考えられる。なお,最上部ではひずみ

ゲージが不調で計潮できていない。

未墾

変形角R=1/lOOrad.において最初の降伏に達している。 1/200rad.において高さ400n皿付近の億が特出して

いるが,これはこの付近に生じたせん断ひび割れの影響によるものと考えられる.

【cs-3 (高流動コンクリート) 】

萱埋

変形角R=-1/lOOrad.において最初の降伏に達している。負加力時において最下部のひずみが大きいが,こ

の原因として柱脚部の曲げひび割れの増加,進展が著しかったことが考えられる.

墓型

変形角R=l/100rad.において最初の降伏に達している. l/200rad.において高さ400mm付近の値が特出して

いるが,これはこの付近に生じたせん断ひび割れの影響によるものと考えられる.
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B)帯筋のひずみ分布

各試験体の帯筋の正面と背面についてのひずみ分布性状を図5-20'図5-22にそれぞれ示す。図の凡例等

については主筋のひずみ分布図と同様であるが,帯筋の降伏ひずみ(**)は鉄筋(D6)の材料試験結果に

基づき2,224(i.としている.試験体により帯筋のひずみ分布性状は異なっているが,いずれの試験体において

も顕著なせん断ひび割れが発生している付近において帯筋のひずみが大きくなっており,コンクリート種類

の差による特性の差違は見られない。以下に各試験体について詳細を記載する。

【CS-1 (普通コンクリート) 】

萱直

帯筋は降伏には至らなかった。高さ200mm付近の値が特出しているが,これはこの付近に生じたせん断

ひび割れの影響によるものと考えられる.

葦垂

変形角R=1/50rad.において降伏に達している。高さ50mm付近の値が正面に比べて大きくなっているが,

この付近に正面よりも多数の曲げせん断ひび割れが発生しているためと考えられる。

【CS-2 (石炭灰コンクリート) 】

亘車

変形角R=1ノ50rad.において降伏に達している。 1/lOOrad.において最下部の値が大きくなっているが,これ

は柱部分とスタブとの接合部のひび割れが進展したためと考えられる。なお,高さ200mmの位置に設置し

たひずみゲージが不良であったため計測できていない。

豊直

帯筋は降伏には至らなかった。変形角R=1/lOOrad.において最下部の値が大きくなっているが,これは正

面と同様の理由が考えられる.高さ150mm付近の値が大きいが,これはこの付近に生じたせん断ひび割れ

の影響によるものと考えられる.

【CS-3 (高流動コンクリート) 】

亘亘

帯筋は降伏には至らなかった。変形角R=1/200rad.から1/lOOrad.にかけて高さ100mmから150mm付近の

値の増加が著しいが,これはこの付近のせん断ひび割れの増加,進展によるものと考えられる。また,高さ

250mmの位置では負加力時よりも正加力時の値が大きいことから,この位置では正加力時により多くのせ

ん断ひび割れが生じたと考えられる.

輩直

帯筋は降伏には至らなかった。変形角R:1/lOOrad.からl/50rad.にかけて高さ100mm位置での値の増加が

著しいが,これはこの付近のせん断ひび割れの増加,進展によるものと考えられる。
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5-3-7　曲率分布性状

各試験体の曲率分布性状を比較するため,試験体に設置した計6つの軸方向変位計謝用変位計(図5-7に

おける計謝点⑥～⑬)の計測値に基づき,それぞれの変形角における1サイクル目の曲率を算出した。以下

に算出方法を示す.

各計測点の位置を図5-23に示す.計測点の水平間距離は530mmで,鉛直方向には3段に分かれ,各段

の距離は210mmとなっており,この各段について曲率を求めることができる.各変位計により計謝された

変位が図中のdaおよびdbに相当し,下式により各段についての中立軸距離Xが算出される.

Ⅹ=
530×da

d,+dk
(mm)

また,各計謝点におけるひずみは以下の式で算出される.

d.

Ea-210 」b-畠タ

したがって,各段についての曲率lは下式により算出される.

中-　a　-　幸一
530-x

. . .

4 (3段) V

4 (2段) 詛蝣

可 (1段) ↓@-

空芸三一
変位計設置状況(正面)

[unit ; mm]

da: 1段では⑫, 2段では⑳,
3段では⑨の計測値

db: 1段では⑧, 2段では⑦,
3段では⑥の計測値

中立軸の位置

図5-23　曲率算出のための変位計状況と中立軸

上記に基づき算出した各試験体の各段の曲率を高さ方向の分布として変形角に応じて図5-24に示す.図

中において記号が変形角を表し, ●はl/800rad., ▲はl/400rad., ▼はl/200rad., ◆はl/100rad.,そして*

は1/50rad.にそれぞれ相当する。また,実線は正加力時の,点線は負加力時の分布であることを表す.曲率

分布性状はcs-2とCS-3では同様の性状を示し,変形角R=1/200rad.までは直線的であるが,それ以降は1

段目に曲率の集中が見られる.なお, CS-1に関しては他と特性が異なるが,この原因としては, 1段目の変

位計用治具の固定が不十分で,そのために1段目と2段目で正確な計測ができていないことが考えられ,コ

ンクリート種類の差に起因するものではないと推察する。
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5-3-8　せん断変形性状

各試験体のせん断変形性状を比較するため,試験体に設置した2つのせん断変形計珊用の変位計(図5-7

における計測点⑳, ⑳)の計測値に基づき,実験の各ステップごとにせん断変形角Yを算出した.以下に

算出方法を示す.

せん断変形のモデルを図5-25に示す.初期状態において計測点は正方形を形成しており,その対角線の

長さdoは式(5-1)となる。

国に示すようにせん断変形し,計測点が平行四辺形となった場合,対角線の長さ血, nは式(5-1)から式(5-

2),式(5-3)で表すことができる.

m=dn+di2=

n=do+di3=

h。 +」。 +di2　…　…　.(5-2)

h。 +^。2 +di3-　　　　(5-3)

ただし112　計測点⑫の変位計測値113　計測点⑬の変位計潮値

直角三角形である△AOD'と△BOCにおいて三平方の定理より式(5-4),式(5-5)が成り立つ。

(to+ft) +h2=m2

(4-5)2 + h2 = n2.…　　…　　…　　　. (5-5)

式(5-4)と式(5-5)を連立させ整理すると,せん断変形5は式(5-6)となる。

5=
m2+n2

Vv

式(5-4)を整理し平行四辺形の高さhは式(5-7)で表すことができる.

せん断変形角Yは式(5-8)で表すことができ,この式に式(5-2),式(5-3),式(5-6)および式(5-7)を代入し各

ステップにおける値を計算できる。

Y =Tan-1

変位計初期設置状況(背面) せん断変形状態

図5-25　せん断変形のモデル
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上記に基づき算出した各試験体のせん断変形角Yをせん断応力Tとの関係として図5-26-図5-28に示

す。いずれの図においても上に履歴曲線を,下に各変形角におけるループの頂点をプロットしたものを示し

ている.なお,せん断応力・Cは式(5-9)により算出している。

<mサ:
て=　-

2　bD

ただし, Q:水平荷重, b, D:断面の幅とせい

せん断変形角† -せん断応力丁関係は試験体により性状が異なるが,この原因としては変位計設置用の

治具が試験体の損傷に応じて動き,正確なせん断変形が計測されていないことが考えられ,コンクリート種

類の差による影響は少ないと推察される。なお,ル-プの頂点のプロットにおいて計謝データの不確かな点

は( )で示している。









5-3-9　軸方向変位一水平変位関係

各試験体の軸方向変位一水平方向変位関係を図5-29に示す。水平変位は図5-7における計謝点①の計謝

値を用い,軸方向変位には軸方向最下部の計測点である⑧と⑳の平均値を用いた.ただし, CS-1に関して

は最下部の変位計が不良であったため二2段目の⑦と⑩の値を用いている.軸方向変位-水平方向変位関係

はcs_1では計測位置が違うために特性が異なるが, CS-2とCS-3では同様の性状を示しており,変形角

R=1/200rad.までは原点を中心に挙動しているが, 1/lOOrad.以降は軸方向変位が進行し, -0.25mm付近を中心

に挙動している。しかしながら,この関係からもコンクリート種類の差による特性の違いは見られない。

i
壁
制
・匡
只
」

E

壁
樹
a

択
暑

S-'

壁
機
・匡
只
r^f"

一
C S -K 普 通 ) -

-

++i

.
C S -2 (石 炭 灰 ) -

-

岳̂î S,E i K

＼
＼

I
C S -3 (高流動) -

.■
/ら昌芦

＼
＼

-5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　15

水平変位(m)

図5-29　軸方向変位-水平変位関係
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5-4　まとめ

コンクリートへの石炭灰の混入方法を実験変数として,曲げとせん断が作用する準実大鉄筋コンクリート

柱を試験体とした静的載荷実験を実施した.コンクリート種類は普通コンクリート,石炭灰コンクリート,

高流動コンクリートの3種類であり,実験結果として下記の項目に関して比較検討を行った。

1)ひび割れ性状

2)水平荷重一水平変位履歴曲線

3)水平最大耐力

4)等価粘性減衰定数

5)水平変位分布性状

6)鉄筋のひずみ分布性状

7)曲率分布性状

8)せん断変形性状

9)軸方向変位一水平変位関係

いずれの項目についてもコンクリート種類による有意な差は見られなかったことから,ここで検討した限

りにおいて,石炭灰を混入したコンクリートを用いた試験体は普通コンクリートの場合と同等程度の耐震性

能を有していることが推察できる。



t

呈

i

I
w.

i

p

i

第6章　鉄筋コンクリ-ト杜のせん断抜噂実験

6-1実験の目的

せん断破壊の先行する鉄筋コンクリート部材に石炭灰を混入した場合の構造特性への影響を検討する。試

験体はせん断破壊が先行するよう設計した鉄筋コンクリート柱とし,一定軸力下で水平方向に漸増繰り返し

載荷を行う。実験結果から破壊性状,せん断耐力,変形性能に関して石炭灰混入の影響を評価する.

6-2　実験方法

6-2-1試験体名と実験変数

実験変数はコンクリートへの石炭灰の混入方法とし,試験体は4体作成した.普通コンクリートのCS-

36N,石炭灰を細骨材置換材として混入する石炭灰コンクリートでは体積比20%のCS-36A20と体積比40%

のCS-36A40の2体,および石炭灰を粉体代替として混入する高流動コンクリートのCS・36HFである。試験

体名と石炭灰混入方法を表6・1に示す。

コンクリートの材料は素材試験で用いたものと同一である.調合設計は表中に示すように素材試験のそれ

ぞれの調合と統一しており,コンクリート設計強度はFc㌶=36N/mm2で共通としている.

表6・1試験体名と石炭灰混入方法

w m m 3 > * 'J - 卜串軒 + ‥...素 顔画趣ネオ津 .「.‥I ==膏鞠璃 敢 :. ∴.十線言草∴.

CS-36N 普通コンクリート なし 36N C (表 2-3) に同じ

CS-36A 20 石炭灰20% コンクリート 細骨材置換 36CA 20 (表 2ー4) に同じ 体積比 20%

CSー36A 40 石炭灰40% コンクリート 細骨材置換 36CA 40 (表 2-5) に同じ 体積比 40%

CS-36肝 高流動コンクリート 粉俸代替 36H F (表 2-6) に同じ 重量比 50%

6-2-2　使用材料の特性

実験実施日におけるコンクリートテストピースの材料試験から得られたコンクリートの力学的特性を表6-

2に示す.また,応力-ひずみ関係の例を比較して図6-1に示す。これらの図表からコンクリート種類に

よる材料特性の明確な差は見られない.

試験体に使用した鉄筋は4(f>, D6, DIO, D19の4種類である.各鉄筋の力学的特性を表6-3に,応カー

ひずみ曲線を図6-2に示す。

表6-2　実験実施時におけるコンクリートの力学的特性

拭 政 体 名 コ ンク リー ト亀 顛 勅 令 庄 串 強 鍵 潮 撃 醜 度 ヤ ン グ球数 1..….∴瀦 チ ッl=ン比 .

(日) 軸 (N /m m z) a , (N /m m 2) E c (N /m m ') V

C S -3 6 N 普通 コンクリー ト 34 3 6 .0 1 2 .9 6 2 .6 5 × 10 4 0 .2 0 4

C Sー3 6A 2 0 石炭 灰 20 % コンクリート 15 3 6 .8 2 2 .8 5 3 .2 7 ×10 4 0 .1 4 4

C S 一3 6 A 4 0 石炭 灰 40 % コンクリート 20 4 1 .8 4 3 .0 8 2 .9 9 × 10 4 0 .1 8 6

C S -3 6 H F 高流 動 コンクリー ト 20 3 8 .4 4 3 .0 5 2 .7 6 ×10 4 0 .1 8 8
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6-2-3　試験体形状および配筋

試験体は低層鉄筋コンクリート造実構造物における柱部材を想定し,実験装置の能力からスケールを1β

に縮小した断面200×200mm,高さ400mmの柱部分に頂部固定用,基礎固定用のスタブのついた柱型試験

体である。試験体の形状および配筋を周6-3に示す.配筋は試験体がせん断破壊先行型となるように設計し

ており,柱部分の主筋には4-DIO (引張鉄筋比p,-0.54%,主筋全断面積のコンクリート全断面積に対するJ>

比pg-1.43%)帯筋には4¢を50mm間隔(帯筋比pw=0.25%)で配筋し,主筋かぶりコンクリートの厚さ

は20mmとした.スタブでは補強筋にD19とD6を用い,かぶりコンクリートの厚さを15mmとして十分な

剛性が確保できるよう配慮した.

「
SHIC

「
400

「
Hlff

L

D 19

D 19

D

D
「

6

6

4 ¢@ 50

p lo

^　　雪

図6-3　試験体形状および配筋図
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6-2-4　作成方法

試験体の作成手原を以下に示す.なお手順の①, ②のについては広島大学で行い, ③, ④, ⑤については

出雲地区生コンクリート協同組合にて行った。

①鉄筋組み立て

前項の配筋図に従い,鉄筋を結束線により拘束し組み立てた. (写真6-1)

②鉄筋の所定位置にストレインゲージ貼付け

計測位置の鉄筋表面をベルトサンダーにて平らに削り,その後にストレインゲージ((秩)共和電業製

KFG-2-60-C1-11LIM2R, KFG-2-120-C1-11LIM2R)を60Qのものは表裏2枚, 120Qのものは1枚貼り

付け,防水テープを巻きつけて防水処理を施した. (写真6-2)

③型枠組み立て

上記手順で組み立てられた鉄筋を鋼製型枠内に設置した。 (写真6-3)

④コンクリート打設

打設方法は横打ちとし,出雲地区生コンクリート協同組合にて打設を行った. (写真6-4)

⑤型枠脱型

打設後3-4日気中養生を行った上で鋼製型枠を脱型し,材齢1-2週間程度で広島大学へ搬出した。

(写真6-5)
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6-2-5　載荷方法

載荷装置の全景を図6-4に示す。冶具を介してPC銅棒にて4点で反力床と緊結された試験体の頂部に甲

型鋼2本を組み合わせたL型加力冶具を緊結し,その上部に鉛直加力用の押引両用ジャッキ((秩)大阪ジャ

ッキ製作所製押2000kN,引IOOOkN了ストローク300mm)を設置した。また, L型加力冶具の側面に水平

加力用の押引ジャッキ((秩)大阪ジャッキ製作所製押600kN,引300kN,ストローク150mm)を設置して

いる。逆対称載荷を行うた桝こL型加力冶具にはパンタグラフが設置してある。また,水平変位による鉛直

荷重の傭きを防ぐた桝こ鉛直加力用ジャッキの上部にローラーを配し,同ジャッキが試験体の水平変形に追

随して移動するよう工夫している。各ジャッキには荷重を計測するためにロードセル(鉛直方向; (秩)東京

測器研究所製cIが-200B容量2000kN,感度1.5mV〝,水平方向; (樵)東京測器研究所製TCLP-50B容量

500kN,感度l.OmV/V)が取り付けてある.実験開始時の試験体と周辺の冶具の状況を写真616に示す。

図6-4　載荷装置
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載荷は図6-5の載荷概念図に示すように,試験体頂部に一定軸力を加えつつ,水平方向に正負交番の繰り

返し載荷とした。鉛直方向の一定軸カは低層建物を想定し軸力比0.1にあたる144kNを目標値として,爽験

中絃この値を保持するように制御した。水平方向は逆対称載荷とし,就魚体瀧部の水平変位6を筑敬体高さ

400mmで除した値を変形角Rと定義して,この変形角Rを樹御の対象として載荷を行った。載荷プログラ

ムを図6・6に示す。変形角R=l/800, l/400rad.で2回ずつの正負交番繰り返し載荷を行い,その後に押し抜

きを行う計画とした.
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6-2-6　測定方法

本実験では試験体に作用する軸力と水平力,試験体の水平変位,軸方向変位とせん断変形,鉄筋のひずみ

について測定を行う。以下①～③に各湘定の詳細を記す。なお,各務定億はスイッチボックスとデータロガ

ー((秩)日本電気三栄製7V14)を通してパソコン(NEC製pC-9801US)に収録される。

(む試験体に作用する軸カと水平力

各ジャッキに取り付けたロードセル(鉛直方向; (株)東京測器研究所製CLP-200B容量2000kN,感度

1.5mV/V,水平方向; (秩)東京測器研究所製TCLP-50B容量500kN,感度1.0mV/V)を用いて謝定した。

②試験体の水平変位,軸方向変位とせん断変形

変位計激の概要を図6-7に示す。翻定点(1)と(2)でスタブの水平変位を. (3)-(5)で柱部分の水平変位

を測定する.測定点(6)-(9), (12)-(15)で柱部分の軸方向変位を湘定し,その債を元に曲率を算出する。

また測定点(10), (ll)の変位計はせん断変形を測定する目的で取り付けた.各変位計の機種と性能を表

6-4に,各変位計の設置詳細を図6-8にそれぞれ示す。また,写真6・7に試験体正面から見た変位計

の設置状況を示す。

③鉄筋のひずみ

図6-9に示す主筋,帯筋およびスタブ筋の各点について,ストレインゲージ((秩)共和電業製KPG-2-

60-C1-11LIM2R, KFG-2-120-C1-11LIM2R)を60Qのものは表裏2枚, 120Qのものは1枚貼り付け,

2枚の場合はその平均値からひずみを測定した。

写真6-7　拭験体正面(南面)の変位計投狂状況
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6-3　実験結果および考察

6-3-1ひび割れおよび破壊性状

各試験体の終局時におけるひび割れ性状を図6-10'図6-13に示す.各国ともコンクリートの剥落部分は

塗りつぶしてある。また,同園に示す方位は試験体正面を南面としている.

ひび割れの進展状況は試験体により異なったが,最終的な破壊性状はいずれの試験体においても同様のせ

ん断破壊で,柱頭部から柱脚部にかけて対角方向のせん断ひび割れが発生もしくは拡大したことにより急激

な耐力低下を起こした。実験終了時における各試験体の破壊性状を比較して写真6-8に示す。以下に各試験

体のそれぞれの変形角におけるひび割れ状況について詳細に記載する.

【CS-36N (普通コンクリート) 】

変形角R:1個OOrad.

正方向加力時に柱頭部,柱脚部引張側に曲げひび割れが発生した。負方向加力時においても同様に引張側

に曲げひび割れが発生した。東面では柱頭部,柱脚部ともに曲げひび割れが全幅に渡って発生した。

変形角R=l/400rad.

柱頭部,柱脚部ではいずれの方向でも全幅に渡る曲げひび割れの進展が見られた他,南面では高さ約

23cm付近から斜めのせん断ひび割れが上方約10cm程度発生し,高さ約12cmの位置から柱幅の1β程度の

曲げひび割れが発生した。東面,北面についてもそれぞれ約5cm程度の斜めひび割れが発生した。

終局時

変形角R=l/400rad.を過ぎたところで南面,北面において柱頭端部から柱脚端部にかけて対角方向にせん

断ひび割れが発生し,顕著な耐力低下を起こして終局に達した。南面のせん断ひび割れは柱脚部に達する前

に西面へと繋がっており,柱頭端部ではコンクリートの剥落が見られた。

【CS-36A20 (石炭灰20%コンクリート) 】

変形角R=1/800rad.

負方向加力時に南面柱頭端部において曲げひび割れが発生し,高さ約5cm,約32cm付近にも5cm程度の

曲げひび割れが確認できた.酉面では2cm程度のひび割れがいくつか発生していた。

変形角R=l/400rad.

負方向加力時に東面の高さ約20-25cm,約33cm付近に全幅に渡る曲げひび割れを生じており,このひび

割れは南面にも達している。また,負方向加力時に南面,北面に柱頭端部から柱脚端部にかけて対角方向の

せん断ひび割れが発生し,水平変紐が変形角R=-1/200rad.近くまで伸びた。しかし,'顕著な耐力低下は起こ

らなかったため,載荷を継続し正方向で押し抜いた。

塵墨堕

正方向加力時においても変形角R=l/400rad.を過ぎたところで南酷　北面に柱頭端部から柱脚端部にかけ

て対角方向のせん断ひび割れが発生した.しかし,耐力低下は起こらず載荷を継続したところ,その後もわ

ずかに耐力上昇しながら, l/100rad.手前でそのひび割れが拡大してせん断破壊を起こした。東面では高さ約
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15cm付近に全幅に渡る曲げひび割れが発生し,高さ約20-33cmにかけてコンクリートの剥落が見られた。

西面では既存のひび割れに進展が見られた他,高さ約25cmと柱頭付近に柱幅のおよそ3/4に及ぶ曲げひび

割れが発生しており,柱脚部にはコンクリートの剥落も見られた。

[CS-36A40 (石炭灰40%コンクリート) )

変形角R:1/SOOrad.

正方向加力時,負方向加力時ともに柱頭,柱脚引張側に曲げひび割れが発生した。特に西面柱脚部では全

幅に渡る曲げひび割れが負方向加力時に発生していた.また;高さ約37cm付近にて南面から東面にかけて

約30cmの曲げひび割れを確認した.

変形角R=l/400rad.

柱頭部,柱脚部の曲げひび割れの進展が見られた他,負方向加力時に高さ約30cm付近に南面,東面,北

面に繋がる大きなひび割れを生じた.その他,東面,北面にも高さ約8cmにおよそ25cmに及ぶ曲げひび割

れが発生した。

塵墨堕

変形角R=l/250rad.付近で南面,北面に柱頭端部から柱脚端部にかけて対角方向にせん断ひび割れが発坐

したが,耐力をほぼ維持し,その後の載荷によりl/150rad.付近でそのひび割れが拡大してせん断破壊を起こ

した。酉面では高さ約25-30cm付近に全幅に渡るひび割れが発生し,東面では柱頭部付近にひび割れが生

じた他,高さ約20cm付近に10cm足らずの曲げひび割れ2つを確認した0

[CS-36HF (高流動コンクリート) 】

変形角R=1個OOrad.

正方向,負方向加力時ともに柱頭部,柱脚部引張側に曲げひび割れが発生した他,南面では,高さ約7cm

に柱幅の1/2程度のひび割れが発生し,高さ約28cm付近に全幅に渡る曲げひび割れが生じた。また,高さ

約28cm付近の曲げひび割れは西面,東面にも達していた。

変形角R=l/400rad.

南面では既存のひび割れの進展が見られ,曲げひび割れ端から斜め方向のひび割れが派生しせいた。西面

でも高さ約28cm付近の曲げひび割れに進展が見られた他,高さ約7cmに10cm程度の曲げひび割れが発生

した。東面でも高さ約28cm付近の曲げひび割れに5cm程度の進展が見られた。

盤昼壁

変形角R=l/200rad.を過ぎたところで南面,北面に柱頭端部から柱脚端部にかけて対角方向のせん断ひび

割れが発生し,賓著な耐力低下を起こして終局に達した。既存のひび割れもそれぞれ進展を見せており,高

さ約28cmの曲げひび割れは東面から北面にかけて進展し, 50cmに及ぶ長さになっている。高さ約10cm付

近でも西面から南面,東面にかけて曲げひび割れが繋がっており,その長さは45cmに及んだ。
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6-3-2　水平カー水平変位履歴曲線

試験体に作用する水平力Oと試験体頂部における水平変位∂の終局状態に至るまでの履歴を図6-14に示

す.国中の*印は対角方向のせん断ひび割れの発生を表し, ○印はせん断破壊点を表す.普通コンクリート

のCS-36Nと高流動コンクリートのCS-36HFでは対角方向のせん断ひび割れの発生と同時に破壊に至ったた

めに2つの印が重なっている.対角方向のせん断ひび割れが発生する以前は同様の履歴性状を示しており,

石炭灰混入の影響は見られない.対角方向のせん断ひび割れ発生点は試験体により差があり,変形角

R=1/400-200rad.付近であった。せん断破壊点については石炭灰を混入した場合の方が普通コンクリートに

比べ変形角が大きくなった。
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図6-14　水平力-水平変位履歴曲線
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6-3-3　せん噺耐力

各実験から得られた試験体のせん断ひび割れ耐力およびせん断最大耐力を表615にまとめる.ここでせん

断ひび割れ耐力とは対角方向のせん断ひび割れが発生した際のせん断力である。また,同表にそれぞれの耐

力を式(6.1),式(6.2)に示すようにb-j (断面の幅と応力中心間拒熊)で除して求めたせん断応力を併せて示

す。さらに材料試験から得られたコンクリートの引張強度に対するそれぞれのせん断最大応力の比率を同表

中に記載している。 cs_36A20以外ではせん断ひび割れ点とせん断最大耐力点は同一である.

同表に示すように,せん断ひび割れ応力は3.5-4.6N/mmi!の範囲に入っており石炭灰混入の影響は見られ

ない。また,せん断最大応力はいずれも4.5 N/mm2の付近で近似している。同様にコンクリート引張強度に

対するせん断最大応力の比率は1.5の付近で近似しており,せん断に対して石炭灰を混入した場合も普通コ

ンクリートと同等の強度を有していることが確認できる。

表6-5　せん断耐力の実験値の比較

試 験 体

せ ん断 ひ び 割 れ 点 せ ん断 最 大点
E ŝu

o .耐 力 eQ sc 応 力 Else 耐 力eQ su 応 力E^SU

(kN ) (N /m m O (kN ) (N /m nr )

C S -36N 136 .1 4 .32 136.1 4.3 2 1.4 6

C S-36A 20 112.6 3 .57 136.3 4 .33 1.52

C S-36A 40 142.5 4 .52 142.5 4 .52 1.47

C S-36H F 146.5 4 .65 146.5 4 .65 1.52

oI:コンクリート引張強度(表6-2参照)

せん断ひび割れ応力> E^SC = eQsC!bj

せん断最大応力　　> E^SU = EQsu/bj

ここで・eQsc・せん断ひび割れ耐力

eQsu :せん断最大耐力

b:断面の幅

j :断面の応力中心間距離

-・-.………・-・-・・……… (6.1)

それぞれの試験体のせん断ひび割れ耐力Qscを式(6.3)により,せん断終局耐力QsUを式(6.5)により,曲げ

終局耐力QMUをを式(6.7)により算出し表6-6に示す。これらの算出式は文献15)および文献20)に示され

ている略算式に準じている。なお,コンクリートおよび鉄筋の特性には材料試験の結果を用いた.同表中に

は計算耐力と実験結果eQso eQsuとの比率を即せて記載する。

せん断ひび割れ強度については石炭灰20%コンクリートのCS-36A20において実験値と計算値が極めてよ

い対応を示している他は,実験値に対する計算値の比率が0.8程度と近似した億となった.また,いずれの

試験体においてもせん斬最大耐力の実験値はせん断終局耐力と曲げ終局耐力の間に収まっており,それぞれ

の比率ははぼ均一であることがわかる。従って,本研究で試験体とした石炭灰を混入した部材のせん断耐力

算定には既往の普通コンクリートに関する算定式を適用可能であることが検証できた。
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表6・6　耐力に関する計算値と実験値の比較

試 験 体

計 算 耐 力 比 率 (計 算 耐 力 / 実 験 結 果)

せん断ひび割れ

cQ sc (kN )

せ ん断 終 局

cQ su (k N

曲 げ終 局

cQ M u (k N )
cQ sc/ eQ sc cQ su / eQ su c Q m u/ eQ su

C S -3 6 N 1 1 7 .5 12 0 .7 14 7 .2 0 .8 6 0 .8 9 1 .0 8

C S -3 6 A 2 0 1 14 .3 1 2 2 .1 14 8 .7 1 .0 2 0 .9 0 1 .0 9

C S一3 6 A 4 0 1 2 1 .0 13 1 .0 15 7 .7 0 .8 5 0 .9 2 1 .l l

C S -3 6 H F 1 2 0 .1 12 5 .0 1 5 1 .6 0 .8 2 0 .8 5 1 .0 4

せん断ひび割れ耐力:

:Qsu =l Oヲ+ota。 bD/K

ただし　oo=N,/bD

ここで, b:断面幅

D:断面せい

N:軸方向力

oI:コンクリートの引張強度

l:耐力係数,ここでは¢=1.0とした

K:断面形状係数,ここではk-=1.5とした

せん断終局耐力:

cQsu = (To+O. lao)bj

ただし　Tu= O.OQZkukpCISO + OB)

(M/Qd) + 0.12

ここで, j :断面の応力中心間距離

ku :断面寸法による補正係数

kp :引張鉄筋比による補正係数

M/Qd :せん断スパン比

Pw・帯筋比

oB:コンクリート圧緒憩度

owy :帯筋降伏強度

曲げ終局耐力:

cQmu = 2Mu佃

ただし　Mu = 0.8atasyD+0.5ND(l-N/bDaB).

ここで　a,:引蛮鉄筋断面積

h :試験体高さ

osv一引張鉄筋降伏強度
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6-3-4　変形能

各実験から得られた試験体の対角方向のせん断ひび割れ点およびせん断破壊点の変位と変形角を比較して

表6-7に示す.せん断ひび割れ点に関しては,ばらつきが大きく石炭灰の混入方法による有意な差は見られ

ない。せん断破壊点に関しては,普通コンクリートのCS-36Nに比べ石炭灰を混入したCS-36A20, CS-

36A40, CS-36HFの方がせん断変形角が大きくなっていることがわかる。更に詳細に検討するため,各試験

体のせん断ひび割れ点とせん断破壊点の水平変位5を普通コンクリートのCS-36Nのせん斬破壊点変位

NC&suで基準化し,コンクリート圧結強度oDに対するせん断応力Tの比率との関係として図6-15に示す.

せん断ひび割れ点についてはばらつきが大きく有意な差は見られないが,せん断破壊点については石炭灰を

混入したCS-36A20, CS-36A40, CS-36HFともに変位の比率がほぼ2以上である。試験体数は少ないが,本

研究に関する限り石炭灰の混入によってせん断に対する変形能が低下することはなく,普通コンクリートと

同等以上の性能を確保できることを確認した.

表6-7　変形能の比較

試 験 体

せ ん 断 ひ び割 れ 点 せ ん断破 壊 点

.変 位 6SC 変形 角R SC 変位 8SU 変 形 角 R SU

(m m ) (rad.) (m m ) rad .)

C S-3 6N 1.20 1β32 1.20 1β32

C S-3 6A 2 0 0 .99 1′404 3.70 1′108

C S-36A 40 1.56 1′256 2.63 1′152

C S-3 6H F 2 .33 1′172 2.33 1′172

ぎ0.10
ド

5-3 6 N C S -3 6 H F

轟 C S -3 6 A 2 0

ー

莱 ; せ ん 断 ひ び 割 れ 点

白 抜 き 記 号 ; せ ん 断 破 壊 点

1　　　　　　　　　2　　　　　　　　　3

6 'nAu

a ;水平変位サncSsu : CS-36Nのせん断破壊点変位

て;せん断応力(て=Q/bj) , OB;コンクリート圧縮強度

図6-15　変形能とせん断応力の関係
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6-3-5　水平変位分布性状

各試験体のそれぞれの変形角について,水平変位測定用変位計により計測した水平方向の変位分布を図6_

15に示す。国中の右方向が正方向加力時,左方向が負方向加力時の水平変位である.また,同図中の●等

の印はそれぞれ変位計の位置を示しでL:)る。ひび割れの発生等により分布が乱れている場合があるが,概し

て水平変位の分布性状は同様であり,石炭灰混入による影響は見られない。

壬
キU

悼
哩
槻
IS

-1　　　　0

水平変位5(mm)

図6-16　水平変位分布性状の比較
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6-3-6　鉄筋のひずみ分布性状

鉄筋に貼り付けたストレインゲージによって謝定したひずみ分布性状を主筋および帯筋のそれぞれに関し

て以下に記す。なお,いずれにおいても石炭灰の混入による特性の差違は観察されていない。

A)主筋のひずみ分布

それぞれの試験体における主筋のひずみ分布性状を図6-17'図6-20に示す。国中の●等の記号はそれぞ

れの変形角におけるひずみの計謝億を表している。また,同国中に点線で示した主筋の降伏ひずみ(と.,)

は事前に行った鉄筋(DIO)の材料試験の結果より求めた値(2225m)であり,降伏点の基準としている。

いずれの試験体においてもせん断破壊により終局に至る以前に主筋が降伏した場合はなく,破壊形式は曲

げ降伏前のせん断破壊であったことが確認できる.

B)帯筋のひずみ分布

それぞれの試験体における帯筋のひずみ分布性状を図6-21-　図6-24に示す。国中の●等の記号はそれぞ

れの変形角におけるひずみの計測値を表している。また,同国中に点線で示した帯筋の降伏ひずみUsy)

は事前に行った鉄筋(4¢)の材料試験の結果より求めた値(2660′↓)であり,降伏点の基準としている.

いずれの試験体においてもせん断ひび割れが発生する以前では帯筋のひずみが極めて小さく,せん断ひび

割れの発生に伴いひずみも生じていることがわかる.また,対角方向のせん断ひび割れの発生によりひずみ

が顕著に増大し,せん断破壊後の終局状態では降伏している箇所が多数見られた。



















6-3-7　曲率分布性状

各試験体の曲率分布性状を比較するため,試験体に設置した計8つの軸方向変位測定用変位計の計翻値に

基づき,それぞれの変形角における曲率を算出した。以下にその算出方法を示す。各変位計の位置を図6-25

に示す。同図に示すように,鉛直方向た試験体を4段に分けて変位計を設置しており,この各段について曲

率を求めることができる。図中のdaおよびdbが各変位計により計測された変位にあたり,式(6.9)を用いて

格段についての中立軸距離Ⅹが算出される.

弓等(mmI
また,各計潮点におけるひずみ柱式(6.10), (6.ll)で算出される.

ここに, H:1, 4段目では30mm, 2, 3段目では170mm

従って,格段についての曲率¢は式(6.12)により算出される.

」*　_　**S .-　=: ---

L-x

朋は 'MM 舞彰
2)▲ 1段目 ▲

(6)

(7)

2段目 (8

(93段目

3)▼ 4段目 ▼

朔場杉妄碁孝杉祐杉芽薪彬秒堵必須教

(14)へノ変位計番号

中.ft軸

(6.9)

. (6.10)

【単位: Ⅱ皿】

20 20

da: 1段目では変位計(12), 2段目では(6), 3段目

では(7), 4段目では(13)の計測値(mm)

db: 1段目では変位計(14), 2段目では(8), 3段目

では(9), 4段目では(15)の計測値(mm)

L: 1, 4段目では260, 2, 3段目では200mm

図6-25　軸方向変位計と曲率算定方法

上記に基づき算出した各試験体の各段の曲率を高さ方向の分布として変形角に応じて図6-26に示す。図

中において・.蝣, ▲等の記号は各変形角を示し, ○,ロの白抜きの記号は負方向加力時の分布であること

を示している。試験体の損傷により分布が乱れている場合を除き,各試験体の変形角ごとの曲率分布は同様

の性状を示しており,石炭灰混入の影響は見られない.
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柱脚における曲率を変形角との関係として比較し図6-27に示す。せん断ひび割れが発生する以前につい

ては,試験体の種類にかかわらず直線上に分布し,極めてよい対応を示している。すなわち,いずれの試験

体もせん断ひび割れが発生するまでは曲率が水平変位に比例して推移していたことが確認できる。
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図6-26　曲率分布性状の比較
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図6-27　柱脚における曲率の比較
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6-3-8　せん断変形性状

各試験体におけるせん断変形性状を比較するため,試験体の上下2段に斜め方向に設置した変位計の測定

値に基づき,図6-28に示す手順で,せん断変形角γを求めた.各試験体のせん断変形角の分布をまとめて

変形角との関係として図6-29に示す。・一

同図からわかるように,せん断ひび割れが発生する以前は試験体の種類にかかわらずほぼ直線上に分布し

ており,ひび割れ発生後はいずれも値が顕著に増大している.

図6-28　せん断変形角γとせん断変形asの算定方法

萱
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図6-29　せん断変形角の分布の比較
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各試験体のそれぞれの変形角におけるせん断応力Tとせん断変形角Tの関係を図6-30に示す.なお,せ

ん断応力Tは式(6.13)により算出している。

各試験体ともに同様の分布をしており,石炭灰を混入した影響は見られない。従って,石炭灰を混入した

試験体も普通コンクリートと同様にせん断応力ーせん断変形関係を評価できるものと推察される。

育
5,

・R

哩
&　2
Ae

*

"I
◆ .

△

▼ ●

-
▼】

盟
▼ 口

▼ C S -3 6 N

△ C S -3 6 A 2 0

▼ C S -3 6 A 4 0

口 J-3 6 H F

1■■■..l
【コ

目 せ I
ん断ひび割れ後の点

▲ ▲
10　　　　　　20

せん断変形角Y(10 rad.)

図6-30　せん断応力とせん断変形角の関係

せん断応力; r=Q/bj

ここで, Q:水平力

も:断面の幅

j :断面の応力中心間距離
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6-4　まとめ

本章では石炭灰を用いたせん断破壊の先行する鉄筋コンクリート柱部材の耐震性能を把握するため,普通

コンクリート,石炭灰コンクリート,高流動コンクリートの計4体の試験体を対象として,一定軸力下にお

ける正負漸増繰り返し加力実験を実施した。下記の項目に関して実験から得られた結果を比較および検討を

行った.

1)ひび割れおよび破壊性状

2)水平荷重一水平変位履歴曲線

3)せん断耐力

4)変形能

5)水平変位分布性状

6)鉄筋のひずみ分布性状

7)曲率分布性状

8)せん断変形性状

試験体の破壊性状はいずれも同様の対角方向のせん断破壊であった.ひび割れ性状,曲率分布,せん断変

形性状はいずれの試験体も同様の傾向を示し,石炭灰混入の影響は見られなかった。石炭灰を使用した試験

体に関してせん断ひび割れおよび最大耐力は普通コンクリートと同等程度でありせん断に関する既往式で推

定できることを確認した。また,変形能についても普通コンクリートと同等以上の性能を発揮した.以上の

結果から,試験体数は少ないものの,石炭灰を使用したせん断破壊の先行する鉄筋コンクリート柱において

も普通コンクリートによる場合と同様のせん断性能を示すことを検証した。
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第7章　結語

石炭火力発電所から排出される産業廃棄物であり,環境保全および資源リサイクルの観点から有効利用の

拡大が緊急課題とされている石炭灰を建設材料として建築分野に多量活用するための技術開発を目指し,本

研究では石炭灰を混入した鉄筋コンクリート造建物の構造性能および耐震性能を部材および構造体レベルで

把握することを目的として下記の試験および実験を実漉した。

①コンクリートの素材試験

A.圧縮および引張試験

B.鉄筋との付着試験

②実大無筋コンクリート柱の載荷実験

③準実大鉄筋コンクリート梁の載荷実験

④準実大鉄筋コンクリート柱の載荷実験

⑤鉄筋コンクリート柱のせん断破壊実験

それぞれの試験および実験の概要および結果から得られた知見を以下にまとめる。

(1)コンクリートの素材試験

A.圧縮および引張試験

石炭灰の混入方法および設計強度を実験変数として,コンクリートテストピースの圧縮試験および割裂試

験を実施した。結果の検討から得られた知見を以下に列記する。

・石炭灰を混入したコンクリートにおいて,設計強度27N!mm2の場合に長期の圧縮強度増進を確認した。

しかし,設計強度36N/mm'!の場合には普通コンクリートと同様に材令28日以降の顕著な強度増進は見ら

れなかった。

・引張強度に関して,石炭灰を混入したコンクリートにおいても普通コンクリートに対する既往の推定式で

評価できる。

・ポアソン比に関して,石炭灰を混入した影響は見られず,普通コンクリートと同様の傾向を示した。

・圧縮強度時ひずみに関して,石炭灰を混入した場合のほとんどで普通コンクリートに対する評価式である

popovics式および浜田式と良好な対応を示す。ただし,設計強度27N/mm2の高流動石炭灰コンクリート

ではひずみが大きくなり,野口式に近接する場合もあった.

・ヤング係数に関して,石炭灰を混入したコンクリートにおいても普通コンクリートに対する既往の推定式

で評価できる.

・応力-ひずみ関係に関して,右炭灰を混入した影響は見られず,石炭灰を混入した場合も普通コンクリー

トと同様にcEB-FIP式およびpark式と良好な対応を示した。

B.鉄筋との付着試験

石炭灰の混入方法および異形鉄筋の種類を実験変数として,コンクリートと鉄筋の付着試験を実施した.

結果の検討から得られた知見を以下に列記する。

・石炭灰を混入したコンクリートではいずれの鉄筋においてもすべり量0.002D時における付着応力度およ
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び最大付着応力度ともに普通コンクリートに比べ大きな値を示した.

・最終的なすべり量に関して,石炭灰を混入した場合の方が普通コンクリートに比べて大きく,優れた変形

能力を示した.

(2)実大無筋コンクリート柱の載荷実験

石炭灰の混入方法およびコンクリート設計強度を変数として,実大無筋コンクリート柱の圧縮載荷実験を

実施した.コンクリート設計強度は27N/mm2と36N/mm2の2種類で,石炭灰の混入方法は石炭灰を混入し

ないNC (普通コンクリート) ,細骨材体積の20%と40%を置換して混入するCA20, CA40 (石炭灰コンク

リート) ,粉体代替として粉体重量の50%強を混入するHF (石炭灰高流動コンクリート)の4通りを設定

し,試験体数は計10体であった。実験結果の比較・検討から得られた知見を以下に列記する。

・破壊性状はいずれも類似しており,コンクリートテストピースの圧縮試験と同様に対角方向のひび割れが

顕著であった.

・軸圧締カー変位関係,軸圧縮カー軸直交方向変位関係ともに石炭灰を混入した影響は見られず,同様の傾

向を示した。

・加力方向のひずみの分布性状から載荷条件はいずれの試験体においても同様であったことを確認した.ま

た,石炭灰混入の有無およびコンクリート強度にかかわらず最大耐力時のひずみは1500-2000*1程度で

あった。

・実験結果から得られた実大コンクリート柱の最大応力と素材試験から得られたコンクリートの圧縮強度の

比較からいずれの試験体においても寸法効果の影響が表れていることを確認した。コンクリート設計強度

27N/mm2の場合,石炭灰を混入したコンクリートにおいて普通コンクリートに比べ寸法効果の影響が低減

される候向が見られた.しかし,コンクリート設計強度36N/mm2の場合では,石炭灰の混入の有無にか

かわらず寸法効果の影響は同様であった.

・応カーひずみ曲線において,石炭灰混入による顕著な影響は見られなかった.一方,コンクリートの材料

特性で基準化した応力-ひずみ曲線においては,コンクリート設計強度27N/mm2の場合,石炭灰を混入

したコンクリートは普通コンクリートと異なる性状を示した.ただし,コンクリート設計強度36N/mmz

の場合には,石炭灰の混入の有無にかかわらず同様の性状であった.以上のことから,寸法効果の影響が

石炭灰の混入及びコンクリート強度により変動する可能性があることを示した.

・力学的特性に関する素材試験結果との比較から,コンクリート種類のそれぞれにおいて最大応力および最

大応力時のひずみが寸法効果の影響を受けていることを確認した.一方,ヤング係数には寸法効果の影響

は見られず,いずれの場合も同様の性状であった。

(3)準実大鉄筋コンクリート梁の載荷実験

コンクリートへの石炭灰の混入方法を実験変数として,曲げ破壊が先行するように設計された準実大鉄筋

コンクリート梁を試験体とした静的載荷実験を実施した.コンクリート種類は普通コンクリート,石炭灰コ

ンクリ-ト,高流動コンクリートの3種類であり,実験結果として下記の項目に関して比較検討を行った.

1)ひび割れ性状

2)履歴曲線
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3)最大耐力

4)等価粘性減衰定数

5)変位分布性状

6)鉄筋のひずみ分布性状

いずれの項目についてもコンクリート種類による有意な差は見られなかったことから,ここで検討した限

りにおいて,石炭灰を混入したコンクリートを用いた試験体は普通コンクリートの場合と同等程度の耐震性

能を有していることが推察できる.

(4)準実大鉄筋コンクリート柱の載荷実験

コンクリートへの石炭灰の混入方法を実験変数として,曲げとせん断が作用する準実大鉄筋コンクリート

柱を試験体とした静的載荷実験を実施した。コンクリート種類は普通コンクリート,石炭灰コンクリート,

高流動コングリートの3種類であり,実験結果として下記の項削こ関して比較検討を行った。

1)ひび割れ性状

2)水平荷重一水平変位履歴曲線

3)水平最大耐力

4)等価粘性減衰定数

5)水平変位分布性状

6)鉄筋のひずみ分布性状

7)曲率分布性状

8)せん断変形性状

9)軸方向変位一水平変位関係

いずれの項目についてもコンクリート種類による有意な差は見られなかったことから,ここで検討した限

りにおいて,石炭灰を混入したコンクリートを用いた試験体は普通コンクリートの場合と同等程度の耐震性

能を有していることが推察できる。

(5)鉄筋コンクリート柱のせん断破噂実験

本章では石炭灰を用いたせん断破壊の先行する鉄筋コンクリート柱部材の耐震性能を把握するため,普通

コンクリート,石炭灰コンクリート,高流動コンクリートの計4体の試験体を対象として,一定軸力下にお

ける正負漸増繰り返し加力実験を実施した。下記の項目に関して実験から得られた結果を比較および検討を

行った。

1)ひび割れおよび破壊性状

2)水平荷重一水平変位履歴曲線

3)せん断耐力

4)変形能

5)水平変位分布性状

6)鉄筋のひずみ分布性状

7)曲率分布性状
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8)せん断変形性状

試験体の破壊性状はいずれも同様の対角方向のせん断破壊であった。ひび割れ性状,曲率分布,せん断変

形性状はいずれの試験体も同様の候向を示し,石炭灰混入の影響は見られなかった.石炭灰を使用した試験

体に関してせん断ひび割れおよび最大耐力は普通コンクリートと同等程度でありせん断に関する既往式で推

定できることを確認した.また,変形能についても普通コンクリートと同等以上の性能を発揮した。以上の

結果から,試験体数は少ないものの,石炭灰を使用したせん断破壊の先行する鉄筋コンクリート柱において

も普通コンクリートによる場合と同様のせん断性能を示すことを検証した。

本研究を総括すると,石炭灰を混入したコンクリートおよび鉄筋コンクリート部材は普通コンクリートと

同等もしくはそれ以上の構造性能および耐震性能を保有していることを検証し,石炭灰の建築分野への多量

活用技術の実用化に向けた基礎的資料を提供した。しかしながら,本研究における試験および実験は限られ

た手法によるもので,また,その試験体数も充分とは言えない。従って,実用化に向けて更なる実験データ

の拡充および検討項目の充足が必要不可欠である.

本研究の成果が石炭灰の建築分野への多量活用技術の早期の実用化のための基礎となり,環境保全および

資源リサイクルによる循環型社会の実現に貢献できることを切望する.
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